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第１章 序論 
１.１. 研究の背景 
本研究は、保育施設における市街地での広域的な避難の対応を探るものである。 
大規模地震、大火、津波、水害など、被害が地域的に広がる災害が発生した場合、人々
は安全確保に務める上で広域的な避難対応が求められる。災害から逃れるため、建築レベ
ルから地域レベルの安全場所まで至る退難行動は一般的に広域避難と呼ばれており1)、この
避難の態様は、津波・土石流・火災など加害事態の違いや避難経路の空間的条件に左右さ
れると同時に、避難する集団の行動特性に規定される2)。 
保育施設では、自立歩行が困難な乳幼児を含む、5歳児までの児童を預ける施設であるた
め、大規模災害時に市街地レベルの安全な場所まで広域的な避難（以下「市街地避難」と
呼ぶ）を行う場合、図１-１～図１-４に示すように、独立歩行が可能な園児は職員の誘導
の下で歩行して避難させ、独立歩行が出来ない園児については、職員が背負い、抱っこ又
は多人数用ベビーカ （ーバギー）を用いた搬送によって避難させる必要がある。すなわち、
職員の誘導能力や搬送能力、園児の避難行動能力があいまってこそ、保育施設の避難対応
を行う能力が生み出される。そこで本研究では、以上のように職員と園児が力をあわせて
市街地にて避難を行う能力を取り上げ、「市街地避難対応力」と定義することとする。こ
の避難対応力という概念は、本研究を進める際の主要な着眼点としている。 
 
 
図１-１ 訓練時に先頭職員の引率の下で歩行して避難する園児の様子（神戸市長田区） 
 
 
図１-２ 訓練時におんぶ紐・多人数用ベビーカーを用いて誘導される園児の様子（神戸市） 
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図１-３ 訓練時に先頭職員の引率の下で歩行して避難する園児の様子（チリ・アリカ市)3) 
 
 
図１-４ 訓練時に多人数用ベビーカーを用いて誘導される園児の様子（チリ・アリカ市)4) 
 
実際に市街地避難が行われた保育施設の事例では、避難開始地点から目的地までの避難
所要時間が長くなる可能性が懸念され、避難先選択の決断が困難であった傾向にある。水
害時の保育施設における市街地避難については、1993年鹿児島水害を対象とした事例研究
が行われており、調査結果として、適当な避難場所の有無が事前避難の判断を左右し、避
難場所が離れた場所にある程、避難途上での被災を恐れ、避難が遅れる傾向にあることが
指摘されている5)。津波襲来時の保育施設における市街地避難については、2011年3月11日
に発生した東日本大震災における多数の事例が報告されており6～8)、調査結果として、建物
被害が大きい保育施設ほど、避難場所を短時間のうちに何度も変更していた傾向にあり、
避難先選択の課題があることが示されている6)。また、宮城県多賀城市において、津波によ
り床上80 cm まで浸水した保育施設で、「小学校に避難することも検討したが、避難にか
かる時間を考えて、園舎2階に待機した。小学校は坂の上にあるので、避難車（バギー）を
押して逃げることも大変である。仮に小学校に避難したとして、果たして間にあったか、
疑問が残る。」との調査結果が示された事例も注目される6)。 
以上のように、保育施設における市街地避難の態様は、目的地に向けた自律的な歩行が
困難な乳幼児を含む園児集団の行動能力や支援体制に規定され、避難場所が離れた場所に
ある程、避難所要時間が必然的に長くなり、避難困難性が高まると懸念されることとなる
ため、避難経路の設定や誘導方法の適否を検証する上では、保育施設の市街地避難対応力
を明らかにすることが必要不可欠である。 
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１.２. 既往研究と本研究の位置づけ 
保育施設の避難計画に関連する研究としては、Murozakiら9)による階段及び滑り台を用い
た園庭までの避難訓練を対象とした研究、Larusdottirら10)及びKholshchevnikov11)による屋
内での階段及び水平面上の避難訓練を対象とした研究など、主に建築レベルに限定される
火災時の避難対応を対象として、異年齢集団下で避難する園児の避難速度や流動係数を求
める研究が行われている。幼児の歩行能力に関連する研究としては、Müllerら12)による0歳
～15歳の歩行者の単独歩行速度に関する研究、高橋13)による保育園児の通常歩行及び疾走能
力に関する研究など、主に自由歩行能力を対象とした研究が行われている。しかし、保育
施設における市街地避難では、職員が誘導員となって園児を引率し、長距離避難する場合
がほとんどであり、実際の歩行速度は、火災に伴う全館避難時の歩行速度や平常時の自由
歩行速度とは異なると考えられる。 
津波襲来時における市街地避難では、高台へ避難するのが基本であるため、路面の勾配
が支障になると予想される。勾配の問題については、寺田ら14)による乳母車に着目した研究
や、佐渡山ら15)及び横山ら16)による自走の車いすを対象とした研究は行われているが、バギ
ーを対象とした研究は見当たらない。乳母車の研究では、バリアフリー新法による勾配基
準1/12(約8.3％)までの上り斜面を対象としており、また、車いすの研究では、介助者が車
いすを押す場合について確認されていない。さらに、市街地では、交差点や歩道橋の混雑
に伴い避難が困難になる可能性がある。混雑時における問題については、嶋田ら17)による乳
母車や車いす利用者を含む群衆が開口部を通過する際の避難流動係数に関する研究が行わ
れているが、バギーを対象としたものはない。 
以上のように、保育施設の市街地避難における問題については、具体的な検証は行われ
ていない状況にある。市街地では、歩道、交差点、歩道橋階段やスロープ路面等において、
建築レベルでの避難動線とは異なる空間的条件下での対応が必要とされ、歩行が困難な乳
幼児を含む集団の場合、避難所要時間が必然的に長くなり、二次災害に曝される可能性が
高まる傾向にある。そこで本研究では、市街地での避難対応における誘導職員・保育園児
集団の行動能力や支援体制に着目し、避難計画の有効性を評価する際の基礎データとして
役立つ、保育施設の市街地避難対応力を探ることに意義があると考えられる。 
 
１.３. 研究の目的、方法及び事例対象の選定方針 
以上の背景及び研究の位置付けを踏まえ、保育施設における市街地避難では、避難場所
が離れた場所にある程、避難所要時間が必然的に長くなる困難性が所在しており、現状で
は、保育施設における市街地避難時の誘導職員・園児集団の行動能力や支援体制について、
具体的な研究は行われていない状況にある。 
そこで、本研究では、過去の避難対応事例及び現行の避難計画事例を取り上げ、保育施
設の市街地避難対応力を明らかにし、今後の対策の基礎資料とすることを目的とする。 
なお、避難対応力には、避難が必要となる状況の情報収集、避難開始判断のほか、避難
目的地の設定能力、避難先での対応等、様々な対応力が必要であるが、本研究では、避難
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対応のうち、避難開始地点から目的地までの移動に関する能力に焦点を当てることとする。
また、本研究では、加害事態が地域的に広がる災害のうち、被害をもたらす時間的猶予の
点で、迅速な行動が求められる津波襲来からの避難対応に着目し、研究を行うこととする。 
以上の視点に基づき、本研究では次に示す研究方法及び事例対象の選定方針を用いて、
保育施設の市街地避難対応力を明らかにすることとする。 
1.保育施設の市街地避難対応力の形成過程に関するヒヤリング調査 
迅速な市街地避難対応力の形成過程とその有効性について把握する上で、本研究では、
2011年東北地方太平洋沖地震（東日本大震災）に伴う津波からの避難対応を実施した保育
施設の事例を取り上げ、避難に関わった職員を対象にヒアリング調査を行うこととする。 
この震災により被災した乳幼児施設は、岩手県・宮城県・福島県において722施設あり、
この内78施設は津波等で全壊・半壊した8)。建物被害が大きい一方、保育中に亡くなった園
児数は、宮城県山元町の施設において津波に見舞われた3人に限られており、事前の備えが
人的被害の抑制につながったとされている8)。一方、市街地避難を行った施設では、「当日
の避難行動では、事前の避難計画と異なる行動をした園もみられた。」、「地震の大きさ
を感じ、『準備ができたクラスから避難を開始する』『避難場所への距離や避難経路の安
全性を考え避難場所を変更する』などスピードを重視した変更を行っていた。」との調査
結果が報告されており6)、安全な場所に至るまで避難場所を何度も変更する等、既存の避難
計画では想定されていなかった対応が行われた場合も少くない。 
そこで、本研究では、岩手県山田町及び宮城県気仙沼市において、津波被害があった5つ
の保育施設を対象にヒアリング調査を行い、その中から、事前の避難計画が示す条件下で
有効な避難行動が行われ、迅速な市街地避難対応力の形成過程について確認することが可
能な施設の事例を、考察の対象とすることとした。 
2.保育施設の市街地避難対応力データの測定調査 
保育施設の市街地避難対応力を定量的に把握する上では、実験環境や避難訓練を通じて
行う手段が考えられる。実験では条件を統制して観測が可能であるが、乳幼児に対して実
施することは健常者の場合よりも難しい。一方、避難訓練は保育施設の主導に基づき実施
が可能であり、実際の避難に近い条件下で避難準備状況や避難行動が観測できる。 
そこで、本研究では、神戸市沿岸部に位置する保育施設の協力を得て、南海トラフを震
源とする巨大地震を想定し、実験的要素を加味した市街地での津波避難訓練を実施しても
らい、実施された訓練の状況についてデータを収集・整理することとした。 
なお、実際の災害では、同時に避難する周辺地域の住民の行動動線に園児が巻き込まれ、
集団としての避難誘導が困難になる可能性がある。本研究では、誘導職員・園児集団の行
動特性に焦点を当てた最初の研究となる段階として、保育施設の避難動線に支障を与える
混雑が発生していない場合に限定し、誘導員引率下の園児の避難速度及び手動式バギーを
用いた準備時間・避難速度を市街地避難対応力を示す基礎指標として取り上げ、データを
分析することとした。 
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１.４. 研究の構成と各章の概要 
本論文は5章にて構成され、第1章は「序論」、第5章は「結論」に当たる。図１-５にて、
論文の構成概要を示す。 
 
 
図１-５ 論文の構成概要 
 
第2章「保育施設における東日本大震災時の津波からの市街地避難対応の事例」では、宮
城県気仙沼市潮見町において、東日本大震災発生時に最寄りの津波避難施設まで避難が行
われた保育施設の職員を対象に、次の8点に着目したヒアリング調査を行い、迅速な行動に
つながった市街地避難対応力の形成過程とその有効性について把握する：①施設の概要、
②施設の避難計画・避難訓練の設定状況、③被災状況、④地震発生時の安全確保状況、⑤
避難準備状況、⑥津波避難施設までの避難誘導状況と避難経路、⑦津波避難施設における
垂直避難状況、⑧津波避難施設からの救出状況。 
 
第３章 「市街地避難訓練時の歩道及び歩道橋階
段における引率下の保育園児年齢別歩行速度」 
 
 歩道及び歩道橋階段において 
年齢別集団下かつ先頭誘導員引率下で 
歩行する園児の避難速度を把握する。 
第４章 「多人数用ベビーカーによる市街地避難 
訓練時の準備時間及び避難速度分析」 
 避難決定時間、避難車の組み立て時間、 
園児乗車時間等を把握する。 
 歩道・歩道橋スロープにおいて 
搬送されるバギーの避難速度を把握する。 
第２章 「保育施設における東日本大震災時の 
津波からの市街地避難対応の事例」 
 迅速な行動につながった市街地避難対応力
の形成過程とその有効性について把握する。 
章１章 「序 論」 
 研究の背景、位置付け、目的、方法及び構成。 
第５章 「結論」 
 研究のまとめと今後の研究課題 
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第3章「市街地避難訓練時の歩道及び歩道橋階段における引率下の保育園児年齢別歩行速
度」では、神戸市沿岸部における保育施設の市街地避難訓練の測定調査に基づき、年齢別
集団下かつ誘導員引率下で歩行する園児の避難速度を把握する。 
第4章「多人数用ベビーカーによる市街地避難訓練時の準備時間及び避難速度分析」では、
沿岸部における保育施設の市街地避難訓練の測定調査に基づき、バギーの組立所要時間や
乗車所要時間、また、歩道及び歩道橋スロープ上における避難速度を把握し、乗車園児数、
介助職員数及び路面勾配の関係について分析する。 
第5章は「結論」に当たり、本研究のまとめと今後の研究課題を示す。 
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第２章 保育施設における東日本大震災時の津波からの市街地避難対応の事例 
２.１. はじめに 
保育施設では、目的地に向けた自律的な歩行が困難な乳幼児を預ける施設であるため、
大規模地震、津波襲来、大火、水害など、被害が地域的に広がる災害が発生した場合、市
街地レベルの安全な場所への広域的な避難（以下「市街地避難」と呼ぶ）の対応が困難で
ある。 
水害時の保育施設における市街地避難については、1993年鹿児島水害を対象とした事例
研究が行われている1)。水害は、地震や火災と異なり、人的・構造的被害をもたらす時間的
猶予があるため、事前対応が取りやすいとされているが、実際には、周辺が危険状態に移
行した後に避難が開始される場合が依然として多く、予防的より脱出的な対応となってい
ること、退避又は市街地避難が行われた保育施設では、適当な避難場所の有無が事前避難
の判断を左右し、避難場所が離れた場所にある程、避難途上での被災を恐れ、避難が遅れ
る傾向にあることが指摘されている1)。 
津波襲来時の保育施設における市街地避難については、2011年東日本大震災における多
数の事例が報告されている2～4)。この震災により被災した保育施設は、岩手県・宮城県・福
島県において722施設あり、この内78施設は津波等で全壊・半壊した。建物被害が大きい一
方、施設で保育中の乳幼児が亡くなったのは1施設の3人であり、事前の備えが人的被害の
抑制につながったとされている2)。震災時に市街地避難を行った保育施設の事例では、「建
物被害の大きい保育所ほど、避難場所を短時間のうちに何度も変えているという傾向がみ
られた。」、「当日の避難行動では、事前の避難計画と異なる行動をした園もみられた。」、
「地震の大きさを感じ、『準備ができたクラスから避難を開始する』『避難場所への距離
や避難経路の安全性を考え避難場所を変更する』などスピードを重視した変更を行ってい
た。」等と、避難先選択の課題があることが調査結果として示されている3)。宮城県多賀城
市において津波により床上80 cm まで浸水した保育施設で、「小学校に避難することも検
討したが、避難にかかる時間を考えて、園舎2階に待機した。小学校は坂の上にあるので、
避難車（バギー）を押して逃げることも大変である。仮に小学校に避難したとして、果た
して間にあったか、疑問が残る。」との調査結果が示された事例も注目される3)。 
以上のように、保育施設における市街地避難の態様は、自立歩行が困難な乳幼児を含む5
歳児までの園児集団の行動能力や支援体制に規定され、避難場所が離れた場所にある程、
避難所要時間が長くなり、避難困難性が高まると懸念されることとなる。 
保育施設の市街地避難では、独立歩行が可能な園児は、職員の誘導の下で歩行による避
難を行い、独立歩行が出来ない園児の避難については、職員による介助が必要となる。こ
のようなことから、職員の誘導能力及び介助能力並びに園児の行動能力があいまってこそ、
保育施設の避難対応を行う能力が生み出されると考えられるので、本研究では、職員及び
園児が力を合わせて市街地避難を行う能力のことを「市街地避難対応力」と定義すること
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とする。避難経路の設定や誘導方法の適否を検証する上では、この市街地避難対応力を把
握することが不可欠である。 
市街地避難における誘導職員・保育園児集団の行動能力や支援体制については、これま
でに十分な研究が行われていない状況にある。そこで、本研究では、実際の保育施設にお
ける避難事例に基づき、迅速な行動につながった市街地避難対応力の形成過程とその有効
性について把握することを目的とする。 
 
２.２. 調査方法 
本研究では、宮城県気仙沼市潮見町の保育施設において、東北地方太平洋沖地震に伴う
津波発生時に、３階建ての津波避難施設である気仙沼中央公民館（以下「公民館」と呼ぶ）
まで、職員らの引率による集団歩行による避難、及び、多人数用ベビーカート（以下、「バ
ギー」とよぶ）を用いた避難が、迅速に行われた事例を調査対象とした。 
2012年11月5日に、この保育施設の避難に関わった職員らが配属されている保育施設を訪
問し、当時の主任保育士及び担任（4名）を対象に、以下7点について、ヒアリング調査を
行った： 
①施設の概要 
②施設の避難計画・避難訓練の設定状況 
③被災状況 
④地震発生時の安全確保状況 
⑤避難準備状況 
⑥津波避難施設までの避難誘導状況と避難経路 
⑦津波避難施設における垂直避難状況 
⑧津波避難施設からの救出状況 
 
２.３. 地震発生前の状況 
 
２.３.１. 施設の概要 
当該保育施設は、気仙沼市潮見町に所在し、気仙沼湾から約200m離れた場所に位置する
（図２-１参照）。2011年3月の時点では、職員数は16名、園児数は75名であった（表２-１
参照）。 
 
２.３.２. 施設の避難体制整備及び避難訓練実施状況 
以下、ヒアリング対象の主任保育士及び担任（以下「担任ら」と呼ぶ）による保育施設
の避難体制整備及び避難訓練実施状況についての聞き取り内容を示す。 
 
【避難体制】 
避難計画：大規模な地震が発生した場合は、津波襲来に備えて、必ず公民館（保育施設
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から約100メートル離れている３階建ての津波避難施設）まで避難することとし、保護者に
は、津波注意報が発令された場合も、公民館まで避難が行われることが周知されていた。
また、非常時に園児を迎えに来る場合は、園児の引き渡し場所は公民館とし、災害状況を
十分注意しながら行動するよう保護者へ依頼していた。 
公民館までの避難手順：3～5歳児は、まずはじめに園庭まで避難し、そこで年齢別（ク
ラス別）に分かれた集団を形成し、集団毎に2列に並んで手を繋ぎ、目印として赤旗を持つ
先導担任に続いて、前に遅れないように公民館まで歩いて避難させることにしていた。0～
2歳児については、担任がおんぶ紐・バギーを用いて公民館まで避難の介助・誘導を行うこ
とにしていた。 
避難経路の整備：公民館までの避難経路としては、今回、職員らによって選択された敷
地南側の駐車場を通じる経路の他にも、敷地西側のグラウンドに通じる経路が確保されて
いた。公民館内への入口としては、今回の震災で経路選択された南東側の中央エントラン
スの他、屋上に直接つながる南西側の屋外階段も確保されていた（図２-４及び図２-５に、
避難経路を示す）。保育施設の敷地は、以前はフェンスで全体を囲まれていたが、津波避
難に備えて公民館までのより短距離のルートを確保するために、南側の駐車場に通じる出
口が約10年前に設けられた。出口設置当初は、出口付近で段差があり、バギーの通行支障
となっていたが、近年、出口付近にスロープが設置され、通行障害が解消されていた。 
避難手段の整備：バギーは、緊急時に迅速な対応が行えるようにするために、組立済み
の状態でカバーを掛けずに、該当保育室前に配置していた。潮風の影響で、バギーの老朽
化が進むのが早く、ほぼ毎年新しい車両の整備を要求する必要があったが、予算上の制約
で再整備されることが難しく、次に新しいバギー又はよそからの払下げバギーが配置され
るまで、壊れていても利用可能なバギーは処分しないようにしていた。 
地域コミュニティの支援体制：災害時に備えて事前に保育施設と同じ敷地に位置する公
共施設（敷地内に所在する障害児通所施設）及び近くの冷蔵施設など周辺の事業所に協力
を呼び掛けていた。 
 
【避難訓練】 
実施状況：避難訓練は毎月行われていて、地震・津波を想定した訓練が多く、訓練毎に
避難経路、出入り口、避難完了階等を変えていた。また、1年に2回は、当該保育施設及び
隣接する障害児通所施設が連携して、公民館までの総合避難訓練を行っていた。 
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２.４. 地震発生時からの状況 
 
２.４.１. 保育施設の被災状況 
担任らによると、2011年3月11日午後2時46分頃、職員11名及び0歳～5歳児71名在園中に
地震が発生した。担任らの証言に基づき、表２-１に災害発生時における職員数・園児数及
び被災状況、図２-１に施設周辺地域の津波浸水状況を示す。担任らによると、「園舎では
落下物や構造物のひび割れ等、地震による被害は発生していない。地震発生直後、園児・
職員らは普段の避難訓練の通り、公民館まで避難し、安全を確保した。」とのことである。 
なお、主任保育士は、地震時に高台にある市民会館にて主任会議に参加していた。本人
によると「地震直後、市民会館から公民館まで車で向かう途中に、地域の防災無線から大
津波警報が聞こえ、信号機が作動していないこと、電信柱が地震によって曲がっていた事
を確認した。上り方面は車で渋滞していたが、公民館までの下りルート（図２-１に示す）
には混雑による支障が少なく、約15分後に公民館に到着し、公民館の前で、園児を迎えに
来た保護者等を館内に避難誘導した後に、館内で避難中の職員及び園児と合流した。」と
のことである。 
 
表２-１ 災害発生時における職員数・園児数及び被災状況 
職員数 震災時勤務：12名 （他4名、震災時欠勤） 
所長１名、主任保育士１名、担任４名、臨時担任５名、臨時栄養士１名 
※地震時、主任保育士は市民会館（図２-１）で会議中であった（公民館で
合流した） 
園児数 計75名（内4名、震災時欠席） 
5歳児20名、4歳児16名、3歳児19名、2歳児11名、0・1歳児9名 
被災状況 
 
震度：6弱（気仙沼市） 
人的被害：なし 
地震による園舎の被害：なし 
津波による園舎の被害：全壊・流出 
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図２-１ 当該保育施設周辺の津波浸水状況 
（津波浸水域・浸水高さは気仙沼市公開資料 5)に基づく） 
 
図２-２及び図２-３に、施設周辺の震災前・震災後の航空写真を示す。保育施設は津波
により甚大な被害を受け、流出した。 
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図２-２ 震災前の航空写真（2010年 10月撮影） 
 
 
図２-３ 震災後の航空写真（2011年 3月 30日撮影） 
 
 
２.４.２. 地震発生時の安全確保状況 
担任らによると、「14時46分頃、事務室にて園長が緊急地震速報受信機の警報を聞き、
数秒後に地震が発生した。」とのことである。表２-２に、地震発生時の安全確保状況につ
いての聞き取り内容を示す。 
 
保 育 施 設 
事務室・3～5歳児室 0歳～2歳児室 
N 
©Goo地図/NTT空間情報 
©Google 
N 
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表２-２ 地震発生直後における安全確保状況 
クラス 聞き取り内容 
5歳児室 
担任2名 
地震発生時、園児は全員起きていて、すぐに机の下に潜り身を守った。 
4歳児室 
担任1名 
昼寝時間に地震が発生し、一部の園児は寝ていたが、すぐに起こして、全
員机の下に潜らせた。 
3歳児室 
担任2名 
昼寝時間で、ほとんどの園児が寝ていた時に地震が発生し、起きなかった
園児は、急いで机の下まで移動させた。 
2歳児室 
担任2名 
0・1歳児室 
担任2名 
昼寝時間に地震が発生し、乳児に布団をかぶせる等して対応した。 
 
担任らによると、「3月は5歳児の昼寝が行われない日が多く、地震時は全員起きていて、
すぐに机の下にもぐり安全確保に努めた。4歳児室では、一部の園児は寝ていたが、地震時
に担任に起こされ、全員机の下にもぐり、身を守った。一方、3歳児室、2歳児室及び0・1
歳児室では、昼寝時間中に地震が発生し、2・3歳児の場合、起きなかった園児は担任によ
って机の下まで移動され、他の園児も机の下まで誘導された。0・1歳児の場合は、布団を
かぶせるなどして安全が確保された。それぞれの担任は、激しい揺れが続く中、急いでス
トーブを消し、避難に備えて出入り口の戸を開け、机の下で身を守りながら、怒鳴るよう
な声で、『絶対に机の下から出ないように』と園児に指示した。」とのことである。 
 
２.４.３. 避難準備状況 
担任らによると、「園長は、あまりにも揺れが強かったため、地震発生直後に各クラス
の担任に、口頭で津波避難を指示した。各担任は、激しい地震による揺れが続く中で、避
難準備を始めた。」とのことである。表２-３に、避難準備状況についての聞き取り内容を
示す。 
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表２-３ 避難指示直後における避難準備状況 
クラス 聞き取り内容 
3歳～ 
5歳児室 
担任5名 
激しい揺れが続く中、園児に防寒着を着させ、クラスごとに色が違うカラ
ー帽子も着用させた。園児は、テラスから屋外に出る前に、昼寝中に決ま
った場所に置いていた上靴を履いた。また、各担任はクラスの児童名簿、
避難用リュックサック、事務室で保管されていた避難袋等を取りに行っ
た。 
0・1歳～ 
2歳児室 
担任4名 
支援者3名 
担任4名は、園児をバギーに乗車させるため準備を始めた。その後、障害
児通所施設の職員3名が駆けつけて支援し、合計7名で対応した。激しい揺
れが続く中、それぞれの介助者はおんぶ紐等を用いて0・1歳児1人を背負
い、残りの園児は2歳児室及び0・1歳児室前に配置されていたバギー3台に
分けて乗車させ、また、毛布や防寒着もバギー内に乗せた。 
 
担任らによると、「保育施設と同じ敷地内にある障害児通所施設では、地震発生前から
保護者は児童と一緒に在園していた。地震発生直後、通所施設の児童は保護者と帰ったの
で、通所施設の職員3名は年に2回実施する総合避難訓練の通り保育施設に駆けつけ、0～2
歳児の避難を支援した。」とのことである。 
 
２.４.４. 津波避難施設までの避難誘導状況 
担任らによると、強い揺れが続く中、職員らは、隣接する体育館の駐車場を通って、公
民館まで避難を開始することとした。図２-４及び図２-５に避難経路の概要、表２-４に、
園庭から津波避難施設（公民館）までの避難誘導状況についての聞き取り内容を示す。誘
導方法としては、「3歳～5歳児は誘導職員の引率の下で歩行させ、0歳～2歳児はおんぶ紐
及びバギーを用いて誘導した。」とのことである。なお、普段の訓練では「歩行グループ
とバギー・グループが園庭に集合してから、園外まで避難を開始する」こととしていたが、
今回の避難では、「バギー・グループを待たずに歩行グループを出発させる決断をした。」
とのことである。 
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図２-４ 避難経路の概要図 
 
 
図２-５ バギーの事前からの配置場所及び当日の避難経路 
保育施設 （1階建て） 
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表２-４ 園庭から津波避難施設（公民館）までの避難誘導状況 
クラス 聞き取り内容 
歩行 
グループ 
3歳～5歳児 
担任5名 
 
強い揺れの本震が続く中、各保育室から園庭まで園児を誘導し、園庭ではバ
ギー・グループを待たずに、すぐに公民館まで出発した。園児は5歳児、4
歳児、3歳児のクラスの順に、2列に並んで手を繋ぎ、目印として赤旗を持つ
先導担任に続いて、前に遅れないように歩行した。それぞれの担任は、クラ
ス別の集団の中間部分や最後尾部分に配置して、園児の誘導を行った。園児
は普段の避難訓練より早く、公民館まで小走りに近い感じで歩いた。園児は
クラス別で異なる色のカラー帽子を着用していて、隣と手を繋いで歩いてい
たので、園児の人数確認に時間が掛からず、素早く行動することが出来た。 
バギー・ 
グループ 
0・1歳～ 
2歳児20名 
担任4名 
支援者3～5名 
強い地震が続く中、園庭まで園児を乗せたバギー3台を誘導し、すぐに公民
館まで避難を開始した。その時、園庭に3歳～5歳児（歩行グループ）はおら
ず、すでに出発していた。バギーの操作にあたって、1台につき一人の職員
が担当した。隣接する体育館の駐車場へ繋がる出口では、災害に備えてスロ
ープが設置されていたので、バギーの移動に支障はなかった。駐車場では、
一部砂利路面になっている部分があり、3月期時点の体格の2歳児を乗せたバ
ギーを操作するのは重かったので特に大変だったが、近くの冷蔵施設の職員
2名が駆けつけて来て、バギーによる園児搬送を支援してくれた。また、避
難経路は人や車で混雑していなかったので、素早く避難することが出来た。 
 
図２-５に各バギーの事前からの配置場所及び避難経路の詳細、図２-６に実際に利用さ
れたものと同様タイプのバギー（6人用の立ち乗りケージ式）を示す。担任らによると、「5
歳児室前のバギーは今回の避難では利用されなかった。このバギーは、早番・遅番の時間
帯に合わせて、配置場所（3歳児室・5歳児室前）を変えるようにしていた。」とのことで
ある。 
 
 
図２-６ 震災時に利用されたものと同様のバギー 
（ヒアリングを行った保育施設で撮影） 
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避難所要時間については、園長（当日のメモ）注1）によると、「園児や職員たちは、全員、
地震発生から約10分後に公民館の入口に到着していて、普段の避難訓練より早かった。」、
また、園児の避難の様子を離れた場所から見ていた障害児通所施設の職員（当日メモ）注1）
によると、「園児は5歳児、4歳児、3歳児の順番に行って、すぐ次に2歳児を乗せたバギー2
台、まもなく0・1歳児を乗せたバギー1台、その後ろに残りの職員が行くのを見た。全員、
ちゃんと順番に整列して、避難しているように見えた。」とのことである。 
 
２.４.５. 津波避難施設における垂直避難状況 
表２-５に、津波避難施設である公民館内における避難状況についての聞き取り内容、図
２-７に、公民館周辺の津波浸水状況、図２-８に、館内の避難経路を示す。 
担任らによると、「職員・園児はまず初めに公民館の2階にある和室まで避難したが、津
波襲来及び津波火災の危険性が高まるにつれて、館内で何度も避難場所を変える必要があ
った。」、「公民館には、保育施設の職員・園児及び保護者並びに周辺施設の職員、地域
住民等合わせて約450人が避難し、安全確保につとめた」とのことである。 
 
 
図２-７ 津波避難施設（公民館）周辺の津波浸水状況 6) 
2011年3月12日東京消防庁撮影 
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図２-８ 津波避難施設（公民館）における避難経路
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表２-５ 津波避難施設（公民館）における垂直避難誘導状況 
避難場所 聞き取り内容注1) 
一次避難場所 
2階和室 
 
(地震発生から 
約10分後到着) 
職員・園児は、まず初めに2階の和室で待機した。歩行グループ（3歳～
5歳児）の場合、園児は誘導員引率下で歩いて階段を上がった。バギー・
グループの場合、2歳児は自分で歩いて階段を上り、0・1歳児は職員が
おんぶ・抱っこして介助した。その時、園児の保護者等60人及び地域住
民数十名が公民館に避難してきた。2階の和室に到着して間もなく、園
長は「公民館に避難しています」と書いてあるカードを、保育施設の園
門に掛けに向かおうとしたが、公民館の館長に引き止められるととも
に、大津波警報の発令を確認した。 
二次避難場所 
3階会議室、 
調理室、屋上等 
 
(地震発生から 
約15分後到着) 
大津波警報に伴い、園長及び各担任は、園児及び保護者の人数を何度も
確認し、帰宅しようとしていた保護者を強く引き止め、3階まで二次避
難を行うことにした。その時、残留者がいないか確認のため2階の各室
やトイレの見回りをしていた5歳児担任は、停電で暗い中、3階に上がる
階段を見つけることが困難であった。上の階から人の声が聞こえる方に
向かって、階段を見つけることが出来た。地震発生から約15分後、最後
尾の保育園児・職員らが3階に到着、その直後に、市民会館から駆け付
けた主任保育士が合流した。 
三次避難場所 
貯水タンクがあ
る屋上屋根 
(地震発生から 
約45分～55分 
以降到着) 
3階に到着してから約30分～40分後、津波の第一波を確認した。「二波・
三波の威力はより甚大である」との報道に伴い、保護者等の協力を得て、
園児一人ひとりをおんぶ紐で背負って、貯水タンクがある屋上屋根（3
階会議室・調理室上屋根）までハシゴを使って三次避難を行った。その
時、津波は2階～3階間の階段踊り場まで到達していた。 
四次避難場所 
3階会議室、 
調理室 
 
(地震発生から約
150分以降到着) 
屋上では、気温が低くなり、雪が降ってきた。園児にカーテン等をかぶ
せて励まし続けた。17時15分頃、公民館周辺で津波火災が発生して周り
は火の海となった。上空に火の粉が飛び、公民館のグランド側に流され
てきた石油タンク付近から公民館の調理室の外壁あたりまで燃えると
ともに、爆発音がした。屋上では危険と判断され、ハシゴを使って3階
へ降りて避難し（園児は背負い搬送）、会議室・調理室で夜を過ごした。 
 
２.４.６. 津波避難施設からの救出状況 
担任らによると、「3月12日朝に、東京消防庁のヘリコプターによって、公民館の避難者
の救出作業が開始された。」とのことである。表２-６に、公民館における救出状況につい
ての聞き取り内容を示す。 
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表２-６ 津波避難施設（公民館）からの救出状況 
日時 聞き取り内容注1) 
3月12日 
（朝～） 
ヘリコプターは着陸できずに、空から吊り上げる作業になる。優先順位
等で元気な子供たちは後回しになる（1番目は体調が悪く薬の必要な人、
2番目は妊婦及び0歳児、3番目は高齢者、4番目は保育園児及び保護者、
そして5番目は大人）。初日は予想以上に困難が生じ、0歳児3名と保護
者、体調を崩した4歳児の親子とその4歳児の兄弟が救出された。 
3月13日 
（夜明け 
 ～夕方） 
夜明けとともにヘリコプターでの救出が始まった。具合が悪い人が続出
し、園児の救出は遅れる傾向にあった。午後になり、公民館裏のグラウ
ンドが着陸可能となり、園児、保護者及び職員らは、階段を下りて、ヘ
リコプターに乗車することが出来た。夕方に全員の救出が確認された。 
 
２.５. 保育施設の市街地避難対応力の有効性と課題 
 
２.５.１. 市街地避難対応力の有効性 
本研究が対象とした保育施設では、避難計画上、津波襲来の危険性がある場合、約100メ
ートル離れた場所に位置する3階建の公民館まで避難することとしていた（図２-４）。地
震発生時、当該保育施設には職員11名、園児71名が在園していて、避難誘導方法としては、
3歳～5歳児は担任の誘導に伴い歩いて避難し、2歳未満児については、職員がおんぶ紐・バ
ギーを用いて避難の介助を行った。 
園児・職員らは、地震発生から約10分後に公民館に到着しており、避難所要時間は普段
の避難訓練より短かった。これは、当該施設において次に示す要素が有効な市街地避難対
応力を生み出すこととなり、迅速な避難行動が可能となったものと考えられる。 
 津波襲来に備えた避難計画の徹底：地域における津波災害の危険性を把握し、大きな
地震が発生した場合には、必ず公民館までの津波避難を行う計画とし、実際に公民館
の上階までの避難訓練を地震前までに繰り返し行っていた。津波注意報が発令された
場合でも、公民館まで園児の避難が確実に行われることが保護者に周知され、保護者
への対応（園児の引き渡し等）は避難先の公民館に限定されていたため、保育施設か
らの避難開始に時間を取られることがなかった。 
 園舎・設備の耐震対策：地震発生時、落下物や構造物のひび割れ等は発生しなかった。
震度6弱の地震に対して、事前に行われた園舎の耐震工事及び設備の墜落・転落防止
対策の有効性が確認され、このことにより保育施設から園庭までの避難時に、支障が
生じることがなかった。 
 早期の避難決断：地震発生直後（激しい揺れが続く中）、避難が開始され、避難経路
が人や車で混雑していなかった状況下で避難が行われた。 
 独立歩行が可能な園児集団の避難能力の形成：3歳～5歳児は、年齢別で集団を形成し、
集団毎に2列縦隊に並んで隣と手をつなぎ、先頭誘導員の引率の下で歩行して避難し
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た。クラス別で異なるカラー帽子を着用していたため、人数確認が素早く出来た。ま
た、各集団の中心・最後尾にも担任が配置して、園児の誘導を行った。以上の条件に
より、園児が小走りで行動しても、集団としての避難誘導が困難になるリスクは少な
かった。 
 独立歩行が出来ない園児集団への避難誘導体制の形成：2歳未満児については、おん
ぶ紐及びバギーを用いて、職員が避難介助を行った。ここでは、バギーが該当クラス
のすぐ前に、組立済みの状態で、カバーを掛けずに配置されていたこと、また、乳児
対象のおんぶ紐も必要分確保されていたことが、素早い避難準備・避難行動につなが
った。 
 避難経路の確保：隣接する公共施設（体育館の体育館）の敷地側に非常出口が設けら
れ、より短距離の避難経路が確保されていた。また、非常出口の段差部分にスロープ
が設けられ、バギーの操作に支障にならない避難経路が確保されていた。 
 地域コミュニティの支援体制の形成：1年に2回行う総合避難訓練の通り、2歳児未満
の避難対応にあたって、保育施設の近くに位置する公共施設（敷地内に所在する障害
児通所施設）の職員の支援が得られた。また、避難経路における砂利路面上のバギー
搬送にあたって、近の冷蔵施設の職員の支援が得られ、災害時に備えて事前に周辺の
事業所に協力を呼び掛けていたことが活かされた。 
 
２.５.２. 避難対応力からみた避難場所選択上の課題 
公民館では、津波襲来の危険性が深刻になるにつれて、何度も避難階を変更することに
なり、館内での垂直避難が課題となった。公民館は津波で2階まで浸水し、園児・職員らは
3階や貯水タンクがある屋上屋根の上で安全確保に努めた。一時は津波火災による2次災害
の危険性の恐怖も強まり、館内では想定されていなかった避難対応を検討する必要が生じ
た。 
津波到達時間に余裕があり、津波火災等による二次災害の恐れがある場合には、これら
の危険がない避難場所まで向かうことが有効であると考えられる。当該施設の周辺には、
図２-１に示すように、約1.4 km離れた高台に小中学校など指定避難施設がある。しかし、
担任らによると、災害時には歩道が混雑する可能性や登り坂（200 m以上続く勾配10%超路
面）が懸念されていたため、今まで高台までの避難は検討されておらず、以前から最寄り
の津波避難施設（公民館）を避難先としていた。「今回の避難（この事例）では、特に2歳
児を乗せたバギーを一人で操作するのは大変であったため、現行の誘導体制で高台まで避
難することは難しかったと思われる。」とのことである。 
このようなことから、津波襲来や避難場所における2次災害のリスクに伴う危険波及時間
よりも早く、目的地まで容易に園児を誘導することが出来る避難距離や避難経路上の路面
勾配、避難動線上の混雑等を考慮して、避難場所を選択することが必要となり、その際に
は、避難する集団の市街地避難対応力を踏まえることが重要となる。 
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２.６. まとめ 
本章では、2011年東日本大震災の発生に伴い、宮城県気仙沼市沿岸部の保育施設におい
て、最寄りの津波避難施設まで園児の避難対応を行った職員へのヒアリング調査に基づき、
迅速な行動につながった市街地避難対応力の形成過程とその有効性について把握し、今後
の対策の基礎資料とすることとした。 
当該施設では、津波襲来の危険性がある場合、約100メートル離れた津波避難施設（3階建
の公民館）まで避難することとされていた。地震発生時、施設には職員11名及び園児71名
が在園していて、避難開始は地震発生直後、激しい揺れが続く中、早期に決断された。避
難方法として、3歳～5歳児は2列に並んで担任の引率の下で前に遅れないように歩いて避難
し、2歳未満児については、職員がおんぶ紐・バギーを用いて避難の介助を行った。その際、
周辺事業所の従業員等が多人数ベビーカーの搬送を手伝うなど地域コミュニティの支援が
得られた。園児・職員らは、地震発生から約10分後に公民館に到着しており、避難所要時
間は普段の避難訓練より短かった。 
この事例では、園舎・設備の耐震対策や短距離な避難経路を確保するための取り組みが
なされ、地域コミュニティの支援体制が形成されていたこと、それぞれの多人数ベビーカ
ーが組立済みの状態で、カバーを掛けずに保育室の前に配置されていたことや、津波襲来
に備えた避難計画の徹底がなされており、その結果として、歩行が困難な園児集団の誘導
体制が形成されていたことが、有効な市街地避難対応力を生み出すこととなっていた。こ
の事前に準備されていた市街地避難対応力が、震災発生時において、避難計画が示す条件
下の訓練の通りに、公民館まで滞ることなかった迅速な避難対応につながっている。 
一方、避難先の公民館では、津波襲来及び津波火災の危険性が深刻になるにつれて、何
度も避難階を変更することになり、二次災害のリスクに対する避難対応が課題となった。 
国内各地の沿岸部に位置する保育施設では、津波火災等の二次災害に備えて、津波浸水
想定区域外における避難場所を求め、より広域な市街地避難経路が確保する傾向にある。
その際の避難計画を評価する上で、目的地まで容易に園児を誘導することが出来る避難距
離や避難経路上の路面勾配等を考慮して、避難場所の適合を検証する必要があり、保育園
児及び誘導職員から形成される集団の市街地避難対応力を踏まえることが重要となる。 
その際、保育施設における市街地避難訓練の観測等に基づき、誘導職員の引率の下で歩
行する園児の年齢別歩行速度、バギーを用いた避難速度、避難経路の段差・勾配の影響等
を把握することを通じて、市街地避難対応力を評価する手法を確立することが課題となる。 
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注釈 
 
1) 保育施設として既にまとめてあった当日のメモに基づき、ヒアリング対象者の担任らか
ら聞き取りを行った。 
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第３章 市街地避難訓練時の歩道及び歩道橋階段における保育園児の年齢別歩行速度 
３.１. はじめに 
保育施設では、目的地に向けた自律的な歩行が困難な乳幼児を預ける施設であるため、
地震火災や津波など大規模災害に伴う園児の広域避難が困難である。特に市街地では、交
差点や歩道橋等の横断に伴い避難所要時間が必然的に長くなる可能性があり、避難時間を
求めるには、園児の避難速度を把握することが必要不可欠である。 
保育園児の避難速度に関する研究としては、Murozakiら1)による階段及び滑り台を用いた
園庭までの避難訓練を対象とした研究、Larusdottirら2)による屋内での階段及び水平面上
の避難訓練を対象とした研究など、主に敷地内での避難訓練を対象とした研究が行われて
いる。また、前者の研究では、3～5人の職員が1歳～5歳や1歳～3歳の園児と手をつないで、
または各園児を抱っこする形で避難誘導が行われており、後者の研究では、0歳～2歳や3～
6歳の園児グループが職員の指示に基づき一緒に避難している。また、幼児の歩行能力に関
連する研究としては、Müllerら3)による0歳～15歳の歩行者の単独歩行速度に関する研究、
高橋4)による保育園児の通常歩行及び疾走能力に関する研究など、主に自由歩行能力を対象
とした研究が行われている。しかし、市街地避難では職員が誘導員となって園児を引率し
長距離避難する場合がほとんどであり、実際の歩行速度は自由歩行速度とは異なると考え
られる。 
現状では市街地空間での広域避難を前提とした園児の避難速度に関して十分な研究が行
われていない状況にあり、本研究では、同年齢又は異年齢集団を形成し、2列に並んで先頭
誘導員の引率に伴い歩行する園児集団の年齢構成別での歩行速度（以下「引率下の園児年
齢別歩行速度」と呼ぶ）を分析し、今後の対策の基礎資料とすることを目的とする。 
 
３.２. 引率下の園児年齢別歩行速度の測定方法 
 
３.２.１. 測定調査の基本概念 
誘導員の引率に伴う園児の年齢別歩行速度の測定を行うにあたっては、実験環境で測定
する方法と、避難訓練の観測を通じて測定する手段が考えられる。実験環境では、理想的
な条件下で観測が可能であるため、測定結果の正確性や信頼性が理解しやすいが、自律的
な歩行が困難である乳幼児を実験に参加させるのは健常者より難しい点がある。一方、避
難訓練は保育施設の主導に基づき実施が可能であり、実際の避難に近い条件下で観測が行
える。本研究では、保育施設にご協力をいただき一部の設定条件を筆者らと相談して設定
することにより、実験的要素を加味した避難訓練を通じてデータを整理することとした。 
 
３.２.２. 津波避難訓練の内容 
表３-１に本研究の対象とした津波避難訓練の概要を示す。訓練では、南海トラフを震源
とする巨大地震が発生したと想定し、神戸市長田区沿岸部に所在する保育施設が大津波警
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報の発令を受け、およそ400人の園児が国道2号線以北に位置する新長田公園（津波被害警
戒区域外）まで避難することとした。エラー! 参照元が見つかりません。に避難経路の概
要を示す。なお、この訓練は該当施設の主導によって初めて行われた市街地での訓練であ
り、市街地における避難経路上の交通安全を確保するため、消防署、警察署及び地域の自
主防災組織による見守りの支援が行われた。当該施設では、その後の検討の結果、今回目
的地と設定した新長田公園より以北に位置する水笠通公園を津波襲来時の避難場所と設定
して避難訓練を実施しており、今後、この水笠通公園を目的地として定期的に避難訓練を
行うこととしている。 
 
表３-１ 津波避難訓練の概要 
想定地震発生日時 2012年9月25日午前10時 
津波到達予想時間※1 地震発生から約86分後 
津波想定到達高※1 約3 m 
沿岸部から施設までの距離 約350 m 
保育施設の標高※2 約1.5 m 
避難先の公園の標高※2 約4.8 m 
保育施設から避難先の公園 
までの避難経路の水平距離 
約661 m（国道2号線・歩道橋階段経由） 
 
避難経路の斜面勾配※※ 約0.6%（標高差3.6 m ÷ 直線水平距離605 m)  
園児数 
 
2歳児49人、3歳児118人、4歳児122人、 
5歳児102人（計391人） 
誘導員数 32人 
※1神戸市危機管理室記者発表資料「内閣府による南海トラフ巨大地震に関する津波高等の公
表について」が示す条件に基づく（2012年8月29日）。※2国土地理院公開資料「基盤地図
情報数値標高モデル」が示す最寄りの標高基準点の標高値に基づく。 
 
園庭から公園までの避難誘導にあたって、日常時の年齢別クラスをベースとした園児30
名程度（1クラス）、及び50～60名程度（2クラス）のグループが形成された。表３-２に各
グループの構成を示す。訓練では、地震の揺れが収まってから、保育室から園庭まで園児
の誘導を行い、園庭では朝礼時の整列順番と同じように、担任（以下、「誘導員」と呼ぶ）
の前に園児を2列縦隊に並ばせ、その後、園長の指示に基づき、5歳児、4歳児、3歳児、2歳
児を含むグループの順に、間隔を開けて、公園まで避難を開始することとした。また、園
庭集合時、それぞれのグループの誘導員は園児に、「グループ毎の先頭誘導員の後に続い
て、隣の園児と手を繋ぎ（5歳児によるグループ①、②を除く）、前の園児に遅れないよう
に公園まで歩く」よう指示した（グループの誘導員が複数の場合は、各グループの列の中
間及び最後尾にも誘導員が配置された）。 
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表３-２ 園児グループの構成（避難開始順） 
グループ 園児数 列構成 [歩行速度測定時] 誘導職員数 
①5歳 27人 2列（手を繋がない） 2人 
②5歳 26人 2列（手を繋がない） 1人 
③4歳 30人 2列（歩道・歩道橋で手を繋ぐ） 2人 
④4歳 29人 2列（歩道橋のみで手を繋ぐ） 3人 
⑤3歳+4歳 63人 2列（歩道・歩道橋で手を繋ぐ）※ 5人 
⑥3歳+4歳 62人 2列（歩道・歩道橋で手を繋ぐ）※ 5人 
⑦3歳 29人 2列（歩道・歩道橋で手を繋ぐ） 2人 
⑧3歳 27人 2列（歩道・歩道橋で手を繋ぐ） 3人 
⑨2歳+5歳 48人 2列（歩道・歩道橋で手を繋ぐ）※ 4人 
⑩2歳+5歳 50人 2列（歩道・歩道橋で手を繋ぐ）※ 5人 
合計 391人 ― 32人 
※異なる年齢の園児が手を繋いで2列で歩行する。 
 
３.２.３. 歩行速度測定区間の設定 
訓練では、まず初めに、揺れが収まってから、保育室から園庭まで園児の避難誘導が行
われる設定で、屋外までの集合時間は4分50秒であった。その後、大津波警報の発令（想定）
に伴い、津波警戒区域外に位置する公園までの避難が開始され、避難先の公園までの歩行
による市街地避難の所要時間は27分30秒であった。表３-３に避難訓練の所要時間の測定結
果を示す。 
 
表３-３ 津波避難訓練の所要時間の測定結果 
時刻  内容  所要時間 
10:00:00  南海トラフを震源とする地震発生  2分00秒 
 
35分56秒 
[全体] 
10:02:00  揺れが収まる（園庭へ避難開始）  
4分50秒 
[集合時間] 
 
1分36秒 
[待機時間] 
10:03:41  先頭園児、園庭にて整列開始  
10:06:50  最後尾園児、園庭にて整列完了園庭にて待機 
10:08:26  先頭園児、避難先の公園まで避難開始  
27分30秒 
[避難時間] 
10:35:56 
 
最後尾園児、避難先の公園に到着 
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園児の歩行速度の測定にあたって、避難経路上の歩道において水平方向歩行速度測定区
間「区間Ａ」及び「区間Ｂ」、そして歩道橋の階段において斜面・垂直方向歩行速度測定
区間「上り階段」及び「下り階段」を設定し、ビデオ撮影映像に基づき、それぞれの区間
での園児の避難行動を記録した。また、避難訓練の全体的な所要時間を記録する上で、園
庭の出口及び避難先の公園の入り口でもビデオ撮影を行った。エラー! 参照元が見つかり
ません。に、各測定場所の概要を示す。 
 
表３-４ グループ別避難所要時間 
グループ 
測定区間(基準地点)[園庭・南門からの水平距離] 
基準地点の通過時間 (分:秒)※1 
園庭 
南門 
(流出地点) 
[0 m] 
歩道 
「区間Ａ」 
(流入地点) 
[35 m] 
歩道 
「区間Ｂ」 
(流入地点) 
[243 m] 
歩道橋 
「上り階段」 
(流入地点) 
[505 m] 
歩道橋 
「下り階段」 
(流出地点) 
[571 m] 
公園 
北西口 
(流入地点) 
[661 m] 
①5歳 
先頭児 00:00 00:34 04:06 ※2 ※2 10:47 
最後尾児 00:10 00:45 04:20 ※2 ※2 11:02 
②5歳 
先頭児 00:00 00:35 04:09 08:51 10:16 11:34 
最後尾児 00:10 00:47 04:24 09:05 10:32 11:59 
③4歳 
先頭児 00:00 00:40 04:58 10:20 11:59 13:35 
最後尾児 00:13 01:00 05:23 10:48 12:36 14:12 
④4歳 
先頭児 00:00 00:50 05:17 10:38 12:39 14:47 
最後尾児 00:14 01:05 05:31 11:05 13:14 15:10 
⑤3歳 
+4歳 
先頭児 00:00 00:59 05:37 11:27 13:19 16:05 
最後尾児 01:01 01:44 06:57 12:27 14:54 17:05 
⑥3歳 
+4歳 
先頭児 00:00 00:41 05:52 11:38 13:55 16:03 
最後尾児 00:45 01:23 06:47 12:49 15:06 17:59 
⑦3歳 
先頭児 00:00 00:38 06:09 12:53 14:59 18:20 
最後尾児 00:19 01:03 06:29 13:13 15:42 18:43 
⑧3歳 
先頭児 00:00 00:54 06:30 14:09 16:13 18:46 
最後尾児 00:20 01:10 06:54 14:42 17:01 19:10 
⑨2歳 
+5歳 
先頭児 00:00 00:48 06:35 14:28 17:19 20:08 
最後尾児 00:34 01:25 07:17 15:28 18:09 20:51 
⑩2歳 
+5歳 
先頭児 00:00 00:51 06:42 14:53 17:57 20:15 
最後尾児 00:34 01:24 07:18 16:18 19:35 21:38 
※1 グループ別で先頭児が「園庭・南門」を通過した時間を0:00とする。 
※2 グループ①5歳は国道2号線にて歩道橋の代わりに横断歩道を利用しており、園庭・南門か
ら公園・北西口までの距離は629 mである。 
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図３-１ 保育施設の避難訓練経路上における測定区間の概要 
 
図３-２ グループ別避難所要時間（グループ毎の先頭児の時間を示す） 
 
表３-４及び図３-２にて、保育施設の園庭・南門から避難先の公園・北西口までのグル
ープ別での避難所要時間及び各測定区間の通過時間を示す。ここでは、先頭児が園庭・南
[1]園庭・南門 (0 m) ※ 
 
[2]水平方向速度測定区間 
「区間Ａ」 (35 m)※ 
[4]斜面・垂直方向速度測定 
区間「上り階」」 (505 m)※ 
[3]水平方向速度測定区間 
「区間Ｂ」 (243 m)※ 
 
[5]斜面・垂直方向速度測定 
区間「下り階段」 (571 m)※ 
[6]避難先の公園・北西口 (661 m) ※  
 
避難経路 
国道2号線 
歩道橋 
公園 
保育施設 
※園庭・南門から各測定区間の流入地点（下り階段は流出地点）までの水平距離を示す。30 
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[5]下り階段（流出地点）
[6]公園・北西口（流入地点）
※グループ①は歩道橋の階段の代わりに横断歩道を利用（地点[1]～[6]までの距離：629 m） 
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門を通過した時間を該当グループの避難開始時間（0秒）とした。なお、国道2号線を渡る
際、グループ②～⑩は歩道橋、グループ①は横断歩道を利用している。グループ別の避難
所要時間を見ると、グループ①5歳は11分2秒、グループ⑩2歳+5歳は21分38秒となり、園児
の成長に伴い避難所要時間が短くなる傾向が確認された。 
 
３.２.４. 歩道における歩行速度の算出方法 
避難経路上の歩道では、水平歩行速度測定区間「区間Ａ」及び「区間Ｂ」を設けた。図
３-３及び表３-５に、各区間の概要を示す。 
園児の進行方向に沿って、各測定区間の片側に流入地点及び流出地点を設定した。表
３-５に示すように、区間Ａでは5.3 mおきに位置する2つの車止めポール、区間Ｂでは3 m
おきに位置する2つのアーケード柱を測定地点の基準とした。 
 
 
図３-３ 水平速度測定区間「区間Ａ」（左）「区間Ｂ」（右）の撮影画面 
 
表３-５ 歩道における水平方向歩行速度測定区間の概要 
測定 
区間 
避難開始地点 
（園庭・南門） 
からの距離 
通過距離 
(流入地点から 
流出地点まで) 
歩道の幅員 
(流入・流出 
地点間一定) 
流入地点及び 
流出地点の基準 
区間Ａ 35 m 5.3 m 2.5 m ※1 車止めポール 
区間Ｂ 243 m 3.0 m 1.5 m ※2 アーケード柱 
※1区間Ａには車道側にポールが有り、園児は歩道の幅員内で歩行した。 
※2区間Ｂにはポールが無く、園児は歩行者用路側帯の白線上を歩行した。 
 
ビデオ撮影映像に基づき、一人ひとりの誘導員及び園児が各測定区間の流入地点・流出
地点を通過した時刻を記録し、該当する区間（流入地点から流出地点まで）の通過距離と
通過所要時間から個々の歩行速度を求め、引率下の園児年齢別歩行速度を示す値として、
グループ別での園児の歩行速度の平均を算出した。なお、カメラは各区間の中心に向かっ
て設置されており、流入・流出地点が斜めから撮影されているが、撮影方向は園児の通過
時刻の計測に大きな影響を与えておらず、この方法による歩行速度の測定結果に問題はな
いと考える。 
 
5.3m 
流入地点 流出地点 
 
流入地点 流出地点 
 3.0m 
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グループ別での園児の歩行速度の平均の算出にあたっては、引率下の定常的な園児の歩
行速度を把握するために、以下の要因によって区間内で移動が滞った園児は対象外とした： 
1. 区間内で地域の人に声をかけられて移動が滞った園児、またその園児の影響を受け
て歩行速度が低下した園児。 
2. 区間内で転倒した園児、またその園児の影響を受けて移動が滞った園児。 
3. 前方（測定区間の流出地点の後）の交差点の交通状況の影響によって移動が滞った
園児（いずれも信号が無い交差点）。 
表３-６に、グループ別の測定対象児数を示す。これらの園児は、上記の影響を受けずに
誘導員の引率下で歩いていることから、定常的に歩行していると考える。なお、歩道の幅
やポールの有無は、2列に並んで歩行する園児の行動動線に大きな影響を及ぼしていない。 
 
表３-６ 区間Ａ及び区間Ｂにおける測定対象児数 
グループ 
(T) 
園児数 
 
 
 
区間Ａ  区間Ｂ 
(PA) 
測定 
対象児数 
PA÷T 
（％） 
 
 
(PB) 
測定 
対象児数 
PB÷T 
（％） 
①5歳 27人  27人 100%  15人 56% 
②5歳 26人  26人 100%  26人 100% 
③4歳 30人  30人 100%  30人 100% 
④4歳 29人  29人 100%  29人 100% 
⑤4歳+3歳 63人  23人 37%  63人 100% 
⑥4歳+3歳 62人  18人 29%  62人 100% 
⑦3歳 29人  29人 100%  29人 100% 
⑧3歳 27人  27人 100%  16人 59% 
⑨5歳+2歳 48人  20人 42%  29人 60% 
⑩5歳+2歳 50人  29人 58%  42人 84% 
 
グループ別の園児の歩行速度の平均の算出例として、図３-４にグループ⑩が歩道Ｂを通
過した際のデータを示す。この例では，グループの先頭の1番目から8番目までの園児が、
前方（流出地点後）における交差点の交通状況によって発生した滞留の影響を受けて、区
間内での移動が滞ったため、歩行速度が低下しており、測定の対象外とした。その結果、
このグループの園児の歩行速度の平均は定常的に区間を通過した残りの42人を対象として
算出し、歩行速度の平均は0.54 m/sとなった。 
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図３-４ 歩行速度の算出結果例（グループ⑩／区間Ｂ） 
 
３.２.５. 歩道橋の階段における歩行速度の算出方法 
国道2号線上の歩道橋では、階段に沿った斜面方向・垂直方向歩行速度測定区間「上り階
段」及び「下り階段」を設けた。ビデオ撮影映像に基づき、一人ひとりの誘導員及び園児
が各階段の流入地点及び流出地点（最下段・最上段）を通過した時刻を記録し、階段に沿
った斜面方向距離（12.76 m）と垂直方向高さ（5.04 m）に伴う個々の歩行速度を求め、引
率下の園児年齢別歩行速度を示す値として、グループ別での園児の歩行速度の平均を算出
した。図３-５に歩道橋の階段の概要を示す。 
 
 
図３-５ 歩道橋の階段の概要図（寸法は上り・下り階段共通） 
 
園児は階段の片側又は中心に沿って2列に並び、グループ毎に誘導員の引率の下で避難し
ていることから、全園児が定常的に歩行する測定対象児となった（地域の人の割り込み等
は発生していない）。図３-６にて、階段各部における園児の歩行状況を示す。 
 
最上段撮影カメラ 
最下段撮影カメラ 
垂直方向高さ 
踏面31cm，蹴上げ14cm 
斜面方向距離 
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図３-６ 歩道橋の「下り階段」「上り階段」における園児の歩行状況 
 
なお、園児は誘導員の指示に従って、グループ毎に上り階段の最下段の手前に集合し、
そこで一時待機した後に、階段の上昇を開始している。一方、下り階段を降下する際は最
上段の手前において一時待機せずに階段を下降するよう誘導が行われている。 
なお、以下のグループは測定対象外とした： 
グループ①（歩道橋を横断していないため） 
グループ⑨（下り階段の最下段を撮影するカメラの前に障害物が入り、一時的に園児の
避難行動の様子を記録することが出来なかったため）。 
 
３.２.６. グループ別での園児の歩行速度の平均の算出式 
引率下の園児年齢別歩行速度を示す値として、歩道（区間Ａ・区間Ｂ）及び歩道橋（上
り階段・下り階段）におけるグループ別での園児の歩行速度の平均を式1に基づき算出した。 
 
i,,
P








 
q
m
i
t
d
v 垂直方向）斜面方向（水平方向               （式１） 
vi ＝ グループiにおける園児の歩行速度の平均 
vi（水平方向）→ 歩道における区間Ａ・区間Ｂで求める 
vi（垂直方向,斜面方向）→ 歩道橋における階段で求める 
dm ＝  測定区間mの通過距離 
区間Ａ（水平方向距離）＝5.3 m（図３-３・表３-５） 
区間Ｂ（水平方向距離）＝3.0 m（図３-３・表３-５） 
階段（階段に沿った斜面方向距離）＝12.76 m（図３-５） 
階段（垂直方向高さ）＝5.04 m（図３-５） 
tq ＝  園児qによる測定区間の通過所要時間 
Pi ＝ グループiの測定対象園児の人数 
上り階段・最上段 下り階段・最上段 
下り階段・最下段 上り階段・最下段 
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３.３. 引率下の園児年齢別歩行速度の測定結果と考察 
 
３.３.１. 歩道における歩行速度の算出結果 
図３-７、表３-７及び表３-８にて、歩道上の区間Ａ及び区間Ｂにおける引率下の園児年
齢別歩行速度を示す値とする、グループ別での園児の歩行速度の平均、また、先頭誘導員
の歩行速度を示す。 
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図３-７ 歩道の区間Ａ及び区間Ｂにおけるグループ別での園児の 
歩行速度の平均と先頭誘導員の歩行速度（水平方向歩行速度） 
（区間Ａにおけるグループ①及び区間Ｂにおけるグループ⑩の 
先頭誘導員は区間流出地点前で留まったため測定対象外とした） 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 36 
表３-７ 歩道の区間Ａにおけるグループ別の歩行速度（m/s） 
グループ 
先頭誘導員 
の速度 
誘導員の引率の下で歩行する園児 
平均（標準偏差） 最大 最低 測定対象児数 
①5歳 1.08 1.29 (0.17) 1.76 1.01 27人 
②5歳 1.37 1.21 (0.11) 1.48 1.07 26人 
③4歳 0.93 0.98 (0.13) 1.30 0.81 30人 
④4歳 1.18 0.99 (0.19) 1.31 0.72 29人 
⑤4歳+3歳 0.58 0.55 (0.02) 0.61 0.50 23人 
⑥4歳+3歳 0.60 0.53 (0.03) 0.58 0.46 18人 
⑦3歳 0.82 0.92 (0.12) 1.14 0.73 29人 
⑧3歳 0.62 0.53 (0.05) 0.68 0.46 27人 
⑨5歳+2歳 0.69 0.52 (0.03) 0.60 0.49 20人 
⑩5歳+2歳 0.58 0.61 (0.07) 0.78 0.48 29人 
 
表３-８ 歩道の区間Ｂにおけるグループ別の歩行速度（m/s） 
グループ 
先頭誘導員 
の速度 
誘導員の引率の下で歩行する園児 
平均（標準偏差） 最大 最低 測定対象児数 
①5歳 対象外※ 1.18 (0.19) 1.45 0.86 15人 
②5歳 1.08 1.16 (0.22) 1.80 0.83 26人 
③4歳 1.18 1.01 (0.19) 1.36 0.57 30人 
④4歳 1.08 1.13 (0.20) 1.63 0.85 29人 
⑤4歳+3歳 0.86 0.85 (0.19) 1.36 0.39 63人 
⑥4歳+3歳 0.72 0.82 (0.13) 1.12 0.60 62人 
⑦3歳 0.62 0.66 (0.07) 0.77 0.46 29人 
⑧3歳 0.71 0.81 (0.07) 0.94 0.70 16人 
⑨5歳+2歳 0.45 0.49 (0.12) 0.78 0.34 29人 
⑩5歳+2歳 対象外※ 0.54 (0.04) 0.67 0.48 42人 
※測定対象外（区間流出地点前で留まったため） 
 
(a)グループ別での園児の歩行速度の平均 
グループ別での園児の歩行速度の平均としては、グループ①5歳が最大値（区間Ａで1.29 
m/s、区間Ｂで1.18 m/s）、グループ⑨2歳+5歳が最低値（区間Ａで0.52 m/s、区間Ｂで0.49 
m/s）を示し、成長に伴い歩行速度が増加する傾向が確認された。 
同一年齢構成グループ毎による、区間Ａ及び区間Ｂにおける平均値を求めると、4歳児に
よるグループ③と④の平均値は1.03 m/s、そして3歳児によるグループ⑦と⑧の平均値は
0.73 m/sであるのに対して、3歳+4歳児によるグループ⑤と⑥の平均値は0.69 m/sであった。
2歳+5歳児によるグループ⑨が歩道Ｂにて最低値0.49 m/sを示すことも踏まえ、グループが
異なる年齢の園児によって構成されている場合、園児の歩行速度の平均は、低年齢の園児
の歩行能力に規定される傾向が確認された。 
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(b)同一グループ毎の区間別での歩行速度の変化 
同一グループによる区間別（区間Ａ・区間Ｂ）での園児の歩行速度の平均の変化を見る
と、グループ④を除き、先頭誘導員が比較的に遅く歩行している区間にて、園児の歩行速
度の平均が遅くなる傾向が確認された。該当区間では、誘導員が後ろを振り向いて園児を
引率するなど、より注意深く誘導が行われており、引率の仕方のばらつきに伴う誘導速度
の変化が、区間別での園児の歩行速度の平均の差に影響を与えていると思われる（例外の
グループ④では、一部の園児が区間Ｂを小走りで通過しており、誘導員の速度が区間Ａよ
り遅いのにも関わらず、園児の速度の平均が速くなっている）。 
また、同一グループによる区間別での園児の歩行速度の平均の差を見ると、5歳児による
グループ①と②、4歳児によるグループ③と④、そして2歳+5歳児によるグループ⑨と⑩は、
それぞれ、約0.1 m/s程度であり、これに対し、3歳+4歳児によるグループ⑤と⑥、そして3
歳児によるグループ⑦と⑧は、それぞれ、約0.3 m/sと、比較的に大きな差を示した。3歳
児を含むグループでは、先頭誘導員の歩行速度の変化による影響が著しく、また、園児の
歩行能力に関する個人差のばらつきが他のグループより高かったことも、区間別の速度差
に影響した可能性がある。 
 
 
３.３.２. 歩道橋の階段における歩行速度の測定結果 
図３-８、表３-９及び表３-１０にて、歩道橋の上り・下り階段における引率下の園児年
齢別歩行速度を示す値とする、グループ別での園児の歩行速度の平均、また、先頭誘導員
の歩行速度を示す。 
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図３-８ 歩道橋の上り階段及び下り階段におけるグループ別の 
園児の歩行速度の平均と先頭誘導員の歩行速度（斜面方向歩行速度） 
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表３-９ 歩道橋の上り階段におけるグループ別の歩行速度（m/s） 
※測定方向：斜面＝階段に沿った斜面方向距離(12.76 m)，垂直＝階段の高さ(5.04 m) 
グループ 測定方向 
先頭誘導員 
の速度 
誘導員の引率の下で歩行する園児 
平均（標準偏差） 最大 最低 
測定 
対象児数 
②5歳 
斜面 
垂直 
0.68 0.60 (0.04) 0.66 0.55 
26人 
0.27 0.24 (0.01) 0.26 0.22 
③4歳 
斜面 
垂直 
0.53 0.44 (0.03) 0.52 0.41 
30人 
0.21 0.17 (0.01) 0.21 0.16 
④4歳 
斜面 
垂直 
0.49 0.55 (0.03) 0.61 0.51 
29人 
0.19 0.22 (0.01) 0.24 0.20 
⑤4歳+3歳 
斜面 
垂直 
0.43 0.42 (0.03) 0.46 0.35 
63人 
0.17 0.16 (0.01) 0.18 0.14 
⑥4歳+3歳 
斜面 
垂直 
0.50 0.50 (0.05) 0.64 0.40 
62人 
0.20 0.20 (0.02) 0.25 0.16 
⑦3歳 
斜面 
垂直 
0.48 0.46 (0.02) 0.51 0.44 
29人 
0.19 0.18 (0.01) 0.20 0.17 
⑧3歳 
斜面 
垂直 
0.44 0.36 (0.04) 0.46 0.31 
27人 
0.18 0.14 (0.02) 0.18 0.12 
⑩5歳+2歳 
斜面 
垂直 
0.21 0.19 (0.01) 0.22 0.17 
50人 
0.08 0.08 (0.00) 0.09 0.07 
 
表３-１０ 歩道橋の下り階段におけるグループ別の歩行速度（m/s） 
※測定方向：斜面＝階段に沿った斜面方向距離(12.76 m)，垂直＝階段の高さ(5.04 m) 
グループ 測定方向 
先頭誘導員 
の速度 
誘導員の引率の下で歩行する園児 
平均（標準偏差） 最大 最低 
測定 
対象児数 
②5歳 
斜面 
垂直 
0.55 0.55 (0.02) 0.58 0.50 
26人 
0.22 0.22 (0.01) 0.23 0.20 
③4歳 
斜面 
垂直 
0.47 0.42 (0.04) 0.48 0.35 
30人 
0.19 0.16 (0.02) 0.19 0.14 
④4歳 
斜面 
垂直 
0.37 0.33 (0.03) 0.37 0.28 
29人 
0.15 0.13 (0.01) 0.15 0.11 
⑤4歳+3歳 
斜面 
垂直 
0.51 0.33 (0.08) 0.52 0.21 
63人 
0.20 0.13 (0.03) 0.21 0.08 
⑥4歳+3歳 
斜面 
垂直 
0.26 0.25 (0.03) 0.33 0.21 
62人 
0.10 0.10 (0.01) 0.13 0.08 
⑦3歳 
斜面 
垂直 
0.45 0.36 (0.04) 0.45 0.27 
29人 
0.18 0.14 (0.02) 0.18 0.11 
⑧3歳 
斜面 
垂直 
0.44 0.33 (0.06) 0.44 0.27 
27人 
0.17 0.13 (0.02) 0.17 0.11 
⑩5歳+2歳 
斜面 
垂直 
0.24 0.26 (0.03) 0.31 0.21 
50人 
0.09 0.10 (0.01) 0.12 0.08 
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(a)グループ別での園児の歩行速度の平均 
階段に沿ったグループ別での園児の斜面方向歩行速度の平均としては、5歳児によるグル
ープ②が最大値（上り階段で0.60 m/s、下り階段で0.55 m/s ）、2歳+5歳児によるグルー
プ⑩が最低値（上り階段で0.19 m/s、下り階段で0.26 m/s）を示し、成長に伴い歩行速度
が増加する傾向が確認された。 
同一年齢構成グループ毎の平均値を求めると、上り階段では、4歳児によるグループ③と
④の平均値が0.49 m/s、3歳児によるグループ⑦と⑧の平均値が0.41 m/sであるのに対して、
3歳+4歳児によるグループ⑤と⑥の平均値は0.46 m/sであった。一方、下り階段では、4歳
児によるグループ③と④の平均値が0.37 m/s、3歳児によるグループ⑦と⑧の平均値が0.34 
m/sであるのに対して、3歳+4歳児によるグループ⑤と⑥の平均値は0.29 m/sであった。2歳
+5歳児によるグループ⑩が上り階段にて最低値0.19 m/sを示すことも踏まえ、グループが
異なる年齢の園児によって構成されている場合は、園児の歩行速度の平均は、低年齢の園
児の歩行能力に規定される傾向が確認された。また、3歳+4歳児のグループの場合、下り速
度の平均値が3歳児のみのグループより遅くなっていることから、特に下り階段にてその影
響が著しい。下り階段では、4歳児がより注意深く3歳児の介助を行ったため、速度が低下
したと思われる。 
 
(b)同一グループ毎の階段別での歩行速度の変化 
同一グループによる階段別での園児の歩行速度の平均の変化を見ると、下り階段におけ
る歩行速度が上り階段における速度を下回る傾向が確認された（グループ⑩2歳+5歳児を除
く）。 
特に3歳～4歳児によるグループ③～⑧の場合、下り階段ではより多くの園児（片側）が
手摺を持ち（3歳+4歳児の場合は4歳児が手摺側）、段毎に両脚を揃えながら片脚ずつ階段
を降りており、誘導員の速度に関わらず園児の速度は低下している。それぞれの園児によ
る階段の踏み出し方（段毎に両脚を揃えるか、揃えないか）のばらつきが、階段別での速
度差に影響したと思われる。 
一方、5歳児によるグループ②では、各階段にて園児同士が手を繋いでおらず、段毎に両
脚を揃えることや手摺を待つこともなかった。下り階段における歩行速度の平均の方が遅
くなっており、先頭誘導員の速度変化に追随して、速度が低下したと思われる。 
また、2歳+5歳児によるグループ⑩では、2歳児が手摺を持ち、一部の5歳児も2歳児に合
わせて段毎に両脚を揃えながら各階段を通過した。ここでも、先頭誘導員の階段別での速
度変化に追随して、上り時の速度が下り時より遅くなっていると考えられる。 
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３.４. まとめ 
保育施設では、目的地に向けた自律的な歩行が困難な乳幼児を預ける施設であるため、
大規模災害に伴う園児の広域避難が困難である。特に市街地では避難所要時間が必然的に
長くなる可能性があり、避難時間を求めるには、園児の避難速度を把握することが不可欠
である。そこで本研究では、実験的要素を加味した保育施設の津波避難訓練を通じて、引
率下の園児年齢別歩行速度（同年齢又は異年齢集団を形成し、2列に並んで先頭誘導員の引
率に伴い歩行する園児集団の年齢構成別での歩行速度）を分析し、今後の対策の基礎資料
とすることを目的とした。 
訓練では、沿岸部に位置する保育施設にて津波襲来を想定し、およそ400人の園児が年齢
別でグループに分かれて約0.7 km先の公園まで避難することとした。園児はグループ毎の
先頭誘導員の後に続いて、2列に並び手を繋いで歩行した（5歳児グループのみ繋がない）。
避難経路上の歩道に2ヶ所の水平方向歩行速度測定区間（区間Ａ及び区間Ｂ）、歩道橋の上
り階段及び下り階段に斜面方向・垂直方向歩行速度測定区間を設け、ビデオ撮影映像に基
づき、各誘導員・各園児の該当区間通過所要時間により歩行速度を求め、引率下の園児年
齢別歩行速度を示す値として、グループ別での園児の歩行速度の平均を算出した。また、
各グループにおける誘導員・園児の歩行状況をビデオ撮影映像で確認しながら、園児の年
齢、グループの構成及び誘導員と園児の相互の関係等によって規定される歩行速度につい
て考察した。 
 
(1)歩道における歩行速度の測定結果及び考察のまとめ 
グループ別での園児の歩行速度の平均を見ると、5歳児によるグループが最大値1.29m/s、
そして2歳+5歳児（異なる年齢の園児が手を繋ぐ）が最低値0.49m/sを示し、成長に伴い歩
行速度が増加する傾向が確認された。 
同一グループによる区間別（区間Ａ・区間Ｂ）での園児の歩行速度の平均の変化を見る
と、先頭誘導員が比較的に遅い区間では、園児の歩行速度の平均も遅くなっており、園児
の歩行速度は先頭誘導員の歩行速度に規定される傾向が確認された。 
3歳+4歳児や2歳+5歳児等、異なる年齢の園児が手を繋いで歩くグループの場合、園児の
歩行速度の平均は低年齢の園児の歩行能力に規定される傾向が確認された。また、3歳+4歳
児のグループは、3歳児のみのグループより遅い平均値を示す傾向が見られ、誘導員や4歳
児の介助園児によって、3歳児がより注意深く誘導されたため、速度が低下したと思われる。 
同一グループによる区間別での園児の歩行速度の平均の差を見ると、5歳、4歳や2歳+5歳
児によるグループは、それぞれ、約0.1m/s程度の差を示し、これに対し、3歳や3歳+4歳児
によるグループは、それぞれ、約0.3m/sと、比較的大きな差を示した。3歳児を含むグルー
プでは、先頭誘導員の歩行速度の変化による影響が著しく、また、園児の歩行能力に関す
る個人差のばらつきが他のグループより高かったことも、区間別の速度差に影響した可能
性がある。 
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(2)歩道橋の階段における歩行速度の測定結果及び考察のまとめ 
グループ別での園児の歩行速度の平均を見ると、上り階段では5歳児によるグループが最
大値0.60 m/s、2歳+5歳児によるグループが最低値0.19 m/sを示し、下り階段では、5歳児
によるグループが最大値0.55 m/s、2歳+5歳児によるグループが最低値0.26 m/sを示した。
それぞれの階段にて、成長に伴い歩行速度が増加する傾向が確認された。 
本調査では、5歳児、4歳児、3歳+4歳児及び3歳児グループの場合、それぞれのグループ
では上り時における園児の歩行速度の平均が下り時の値を上回り、2+5歳児グループの場合、
下り時における園児の歩行速度の平均が上り時の値を上回った。 
3歳児～4歳児のグループでは、下り階段にてより多くの園児（片側）が手摺を持ち、段
毎に両脚を揃えながら階段を降りたため、先頭誘導員の速度にかかわりなく速度が低下し
たと思われる。 
5歳児によるグループでは、各階段にて園児同士が手を繋いでおらず、段毎に両脚を揃え
ることや手摺を待つこともなく、下り階段における歩行速度の平均の方が遅くなっている。
また、2歳+5歳児によるでは、2歳児が手摺を持ち、一部の5歳児も2歳児に合わせて段毎に
両脚を揃えながら各階段を通過しており、上り時の速度が下り時より遅くなっている。該
当グループでは、先頭誘導員の階段別での速度変化に追随していたことが、園児の歩行速
度に影響したと思われる。 
グループが異なる年齢の園児によって構成されている場合は、園児の歩行速度の平均は、
低年齢の園児の歩行能力に規定される傾向が確認された。3歳+4歳児のグループの場合、下
り速度の平均値が3歳児のみのグループより遅くなっていることから、特に下り階段でその
影響が著しい。下り階段では、4歳児がより注意深く3歳児の介助を行ったため、速度が低
下したと思われる。 
今後、保育園児の市街地避難時間推計の検討にあたって、避難訓練の実施回数・経験、
年齢別グループの避難開始順番、グループ毎の誘導職員数や先頭誘導員の引率の仕方など
の違いによる園児の歩行速度への影響、また、入園直後の2歳児の歩行速度を確認する必要
がある。今回は入園5ヶ月後の避難訓練で測定が行われたため、その時点まで実施された訓
練や歩行能力の発達が影響している可能性があるためである。また、その際、園庭への集
合時間についても同時に確認するとともに、その規定要因などについても明らかとする必
要がある。 
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第４章 多人数用ベビーカーによる市街地避難訓練時の準備時間及び避難速度分析 
４.１. はじめに 
保育施設では、自立歩行が困難な乳幼児が預けられており、大規模災害時の広域避難で
の園児の避難所要時間が長くなる懸念がある。このような状況において津波被害が想定さ
れる地域では多人数用ベビーカー（以下「バギー」と呼ぶ注1）を用いた避難計画を策定した
施設が増えており、そこでは園児の散歩用に日常時からバギーが配置され、災害時には迅
速な対応につながると期待されている。このような避難計画を評価するには、園児をバギ
ーに乗せて避難開始できるまでの準備時間及び避難速度を把握することが不可欠である。 
2011年東北地方太平洋沖地震の発生後、津波襲来に備えて多数の保育施設では手動式バ
ギーを用いて避難を行った例が報告されているが1)、その中でも事前に整備されていたバギ
ーが避難に活用されなかった宮城県多賀城市におけるケースが注目される。津波により床
上80 cm まで浸水したこの施設では、年に一回、近くの小学校まで園児を避難させ、保護
者へ引き渡す訓練が行われていた。しかし、当事者へのヒアリングでは、「小学校に避難
することも検討したが、避難にかかる時間を考えて園舎２階に待機した。小学校は坂の上
にあるので、避難車（バギー）を押して逃げることも大変で、仮に小学校に避難したとし
て果たして間にあったか、疑問が残る」とされている1)。 
このように、津波避難では高台へ避難するのが基本であるため、バギーを用いた避難で
は路面の勾配が支障になると予想される。勾配がある場合に関して、1人用ベビーカーに着
目した研究や2)、自走の車いすを対象とした研究は行われているが3～4)、バギーを対象とし
た研究は見当たらない。1人用ベビーカーの研究では、バリアフリー新法による勾配基準
1/12(約8.3％)までの上り斜面を対象としており、また、車いすの研究では、介助者が車い
すを押す場合について確認されていない。 
市街地では、交差点や歩道橋の混雑に伴い避難が困難になる可能性がある。混雑時にお
ける問題については、乳母車や車いす利用者を含む群衆が開口部を通過する際の避難流動
係数に関する研究5)が行われているが、バギーを対象としたものはない。 
以上のように、市街地におけるバギーを用いた避難について具体的な検証が十分になさ
れていない状況にある。そこで、本研究では手動式バギーを用いた避難の際の準備時間及
び避難速度を分析し、今後の対策の基礎資料とすることを目的とする。なお、準備時間に
ついてはバギーの組立所要時間及び乗車所要時間に着目し、避難速度については周辺が混
雑していない場合に限定して、バギーの乗車園児数・介助者数と路面の勾配の関係につい
て分析することとした。 
 
４.２. バギーを用いた避難の準備時間と避難速度の測定方法 
 
４.２.１. 測定調査の基本概念 
市街地避難を対象としたバギーの準備時間及び避難速度の測定にあたっては、実験環境
 44 
や避難訓練を通じて行う手段が考えられる。実験では条件を統制して観測が可能であるが、
乳幼児に対して実施することは健常者の場合よりも難しい。一方、避難訓練は保育施設の
主導に基づき実施が可能であり、実際の避難に近い条件下で避難準備状況や避難行動が観
測できる。そこで、バギーを用いた避難について最初の研究となる段階では、保育施設の
協力を得て各条件を設定して実験的要素を加味した避難訓練を実施してもらい、実施され
た訓練の状況についてデータを収集・整理することとした。 
 
４.２.２. 市街地避難訓練の概要とバギーの操作方針 
本研究では、神戸市沿岸部に所在する保育施設（U施設、S施設とN施設）で実施された津
波を想定した市街地避難訓練を対象とした。表４-１に、各施設での訓練概要を示す。 
訓練では、南海トラフを震源とする巨大地震が発生し、当該施設が津波襲来を想定して、
津波避難施設又は津波警戒区域外に位置する公園まで全園児を避難させることとした。調
査U・調査S・調査Nでは、準備時間及び歩道上での避難速度を求め、調査Zでは、歩道橋ス
ロープ上での避難速度を測定することとした。 
なお、訓練はそれぞれの施設によって初めて行われた市街地での訓練であり、経路上の
交通安全を確保するため、消防署、警察署及び地域の自主防災組織による見守り支援が行
われた。 
 
表４-１ 津波からの市街地避難の訓練概要 
 調査U 調査S 調査N 調査Z 
施設 U施設(東灘区) S施設(東灘区) N施設(灘区) U'施設 (東灘区) ※1 
測定対象 ▪ 避難準備時間 
▪ 歩道上避難速度 
▪ 避難準備時間 
▪ 歩道上避難速度 
▪ 避難準備時間 
▪ 歩道上避難速度 
▪ 歩道橋のスロー
プ上避難速度 
実施日 2012年10月15日 2012年10月15日 2013年9月3日 2012年10月26日 
地震発生 午前9時50分 午前9時50分 午前9時58分 午前9時50分 
避難先 M公園 
(1.7 km 先) ※ 
M公園 
(1.1 km先) ※ 
N小学校 
(0.4 km) ※ 
Ｋ公園 
(1.4 km先) ※ 
バギ|数 10台 
(0～2歳児用) 
10台 
(0～2歳児用) 
2台 
(1～2歳児用) 
10台 
(0～2歳児用) 
園児数 0～2歳児:60人 
3～5歳児:80人 
0～2歳児:60人 
3～5歳児:87人 
0～2歳児:14人 
3～5歳児:76人 
0～2歳児:60人 
3～5歳児:80人 
介助者数 職員28人 
(バギーを用いた避
難では、バギー1台
につき職員1～2人
が誘導員として対
応する) 
職員24人 
(バギーを用いた避
難では、バギー1台
につき職員1人が誘
導員として対応す
る) 
職員20人 
+地域の支援者数名
(バギーを用いた避
難では、バギー１台
につき職員1人+支
援者1～2人が誘導
員として対応する) 
職員28人 
+地域の支援者数名
(バギーを用いた避
難では、バギー１台
につき職員1人+支
援者2人が誘導員と
して対応する) 
※該当施設から避難先までの避難経路距離を示す。 
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訓練では、地震の揺れが収まってから、園庭まで園児の誘導を行い、その後、園長の指
示に基づき、市街地避難を開始することした。また、園庭集合時に、バギー介助者（職員）
に対して「先頭バギーの後に続いて1列に並び、前に遅れないように避難先までそれぞれバ
ギーを操作して押していく」よう園長が指示した。なお、避難経路上で歩行グループ（3歳
以上児）とバギーによる避難グループ（2歳未満児）の合流を避けるためU施設及びS施設で
はグループ別に異なる出口を利用し、N施設では出発後に避難経路を分けることとした。ま
た、合流が生じた場合は、バギーの避難動線を優先させることとした。 
 
４.２.３. 測定対象バギーの選定 
U施設・S施設・N施設における避難訓練では、計22台・6種類のバギーが利用された。図
４-１及び表４-２にバギー各種類の概要を示す（それぞれの種類をタイプA～Fとする）。
乗車方法別では、立ち乗りオープン式（タイプA・B・E・F）及び対面シート式（タイプC・
D）がある。 
 
 
図４-１ バギーのタイプ分け 
 
表４-２ バギーのタイプ及び各施設の利用台数 
タイプ 定員 
ケージ 
タイプ 
重量 
（kg） 
寸法 (cm) 利用台数 
折りたたみ時 完成時 
Ｕ施設 Ｓ施設 Ｎ施設 
高 巾 奥行 高 巾 奥行 
A 6人 オープン式 24.5 96 34 155 96 77 112 7台 8台 - 
B 6人 オープン式 27.0 130 78 47 107 78 123 2台 1台 - 
C 4人 シート式 18.5 102 72 57 94 72 102 - 1台 - 
D 4人 シート式 18.0 96 80 48 94 80 126 1台 - - 
E 8人 オープン式 27.0 119 78 43 110 78 117 - - 1台 
F 6人 オープン式 20.0 43 70 110 92 70 120 - - 1台 
合計 10台 10台 2台 
 
表４-３に、調査・施設別での測定対象バギーの概要を示す。本研究では、市街地にて前
方にバギーの走行に影響を与える要因が生じていない場合のデータを確認することとして、
施設毎の先頭バギーを測定対象とした。また、前方バギーを追従する際の速度も確認する
ため、施設毎に中間バギー及び最後尾バギーも対象とした。 
タイプA タイプB タイプC タイプD タイプE タイプF 
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表４-３ 測定対象バギーの概要 
調査 
施設 
バギー数 
測定対象バギー 
番号※1 タイプ 対象年齢 人数 
準備時間 
の測定 
避難速度の測定 
（測定対象区間） 
U 
U施設 
計10台 
1号車 B 1歳 6人 対象外 対象（歩道上） 
5号車 A 2歳 4人 対象 対象外 
7号車 Ｄ 0歳 4人 対象 対象外 
10号車 B 0歳 6人 対象 対象外 
S 
S施設 
計10台 
1号車 C 0歳 4人 対象 対象（歩道上） 
3号車 A 1歳 4人 対象 対象外 
１０号車 B 2歳 6人 対象 対象外 
N 
N施設 
計2台 
1号車 E 1歳 5人 対象 対象（歩道上） 
2号車 F 2歳 5人 対象 対象外 
Z 
U施設 
計10台 
1号車※2 Ａ 2歳 5人 対象外 対象（歩道橋スロープ上） 
2号車※2 Ａ 2歳 5人 対象外 対象外 
※1市街地避難時の測定区間流入順番を示す。※2歩道橋を渡ったのは1号車・2号車のみ。 
 
４.２.４. 準備時間の測定方法 
本研究では、追跡ビデオ撮影に基づき、測定対象バギーを用いた避難の準備時間（地震が
発生してから、バギーが施設の敷地の外へ出るまでの時間）を求めることとした。また、
園庭等に固定ビデオカメラを設け、園児が乗車場所に集合する様子も確認することとした。 
表４-４に本研究で求める準備時間の概要を示す。本研究では、組立所要時間（t3）及び
乗車所要時間（t5）に着目し、折畳み状態のバギーの組立手順、乗車園児数、乗車介助者数
及び乗車場所範囲（園児待機場所からバギー待機場所までの距離）がどのような効果を示
すのかを確認することとした。 
 
表４-４ バギー・園児別での準備時間の概要 
記号 内容 
t0 地震発生時間（0秒） 
バギー 
t1(q) 準備決断時間：地震発生後、バギーqの避難準備が指示されるまで 
t2(q) 組立待機時間：バギーqの組立作業が開始されるまで 
t3(q) 組立所要時間：バギーqの組立作業が完了するまで 
t4(q) 乗車待機時間：バギーqに先頭児の乗車が開始されるまで
※ 
t5(q) 乗車所要時間：バギーqに後尾児の乗車が完了するまで 
t6(q) 出発待機時間：バギーqが敷地外へ移動開始されるまで 
t7(q) 敷地外着時間：バギーqが敷地外へ到着（園門通過完了）するまで 
園児 
tfirst(q) 
乗車場所集合待機時間：地震発生後、バギーqの乗車場所まで先頭児の誘導
が開始されるまで 
tlast(q) 乗車場所集合所要時間：後尾園児がバギーqの乗車場所へ到着するまで 
※先頭児が持上げられ始める瞬間まで（バギー内に降ろして乗車させるために） 
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４.２.５. 避難速度の測定方法 
市街地での避難速度の測定にあたって、避難経路上に複数の測定区間を設定し、ビデオ
カメラを用いて測定対象バギーの追跡撮影を行うこととした。ここでは、職員がバギーを
押して避難誘導を行う際の車両の搬送速度を、避難速度の値とする。 
調査U・調査S・調査Nでは、歩道上の避難速度を求めることとしており、図４-２にU施設
とS施設によるM公園までの測定区間、図４-３にN施設によるN小学校までの測定区間を示す。 
 
 
図４-２ 調査 U・調査 Sにおける測定区間（歩道上） 
 
 
図４-３ 調査 Nにおける測定区間（歩道上） 
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各区間の流出・流入地点は、基本的に約100m毎の交差点を基準とし、U施設では14区間（U01
～U14）、S施設では10区間（S03～U12）、N施設では6区間（N01～N06）設けられた。また、
各区間の流入地点・流出地点は、交差点前後の視覚障害者誘導用ブロックにおいて、線状
ブロックと警告ブロックが隣接する部分（またはスロープの最上・最下部分）を基準とし
た。図４-４に、バギーが測定区間に流入・流出した瞬間の様子を示す。なお、交差点の交
通状況によって、先頭バギーが警告ブロックの手前で停止した場合は、そのバギーの待機
場所（後尾タイヤが接触する部分）を流出地点とした。 
 
 
 
図４-４ バギーが測定区間の流入・流出地点を通過する瞬間の例 
 
調査Zでは、U施設によるK公園(図４-２参照)までの避難訓練を対象としており、ここで
は、県道43号線の交差点における歩道橋スロープ上の避難速度を求めることとした（バギ
ー10台の内、歩道橋経由で県道線を横断するのは2台のみとした）。図４-５に歩道橋の概
要、図４-６に避難の様子を示す。ここでは、それぞれのスロープ及び水平横断部分を測定
の対象とし、11区間設けた（Z01～Z11）。また、スロープ毎の最上・最下部分を、各区間
の流入・流出地点とした。 
 
 
 図４-５ 調査 Zおける測定区間（歩道橋スロープ上）  
警告ブロック 
線状ブロック 
線状ブロック 
警告ブロック 
流入地点 流出地点 
県  道  ４  ３  号 線 
↓避難先方面 
↑U設方面 
 
Z01 
Z02 
Z03 Z04 
Z05 
Z06 Z07 Z08 
Z09 
Z10 
Z11 
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図４-６ 歩道橋スロープ上の避難の様子 
 
そこで、式1～3に基づき、以上に示す測定区間において、バギー別での区間内移動時間
をビデオ撮影記録から求め、避難速度を算出することとした。 
 
vq = dm÷tm          （式1） 
tm = tp –  ts –  tw          （式2） 
tp = tout - texit          （式3） 
 
vq バギーqの避難速度 
dm 区間mの通過距離（流入・流出地点間の水平距離） 
tm 区間mにおけるバギーqの区間内移動時間 
tp 区間mにおけるバギーqの区間通過所要時間 
tw 区間mにおけるバギーqの流出地点待機時間（交差点手前） 
ts 区間mにおけるバギーqの区間内停止時間 
tout  バギーq（後尾タイヤ）による区間m流出地点通過時刻 
tin バギーq（後尾タイヤ）による区間m流入地点通過時刻 
 
本研究では、バギー別での乗車人数・対象年齢・介助者数及び区間別での勾配（流入・
流出地点間の水平距離÷垂直距離）が避難速度にどのような効果を示すか確認することと
した。また、各バギーの避難速度は、表４-５に示す3つの操作状況別区間に分けて整理し、
避難速度の平均値を求めることとした。 
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表４-５ 操作状況別区間の概要 
操作状況別区間 要素 
前方クリア区間 
前方にて誘導に支障を与える要因が生じていない区間。主に先頭バギーの操
作状況に当てはまるが、交差点の交通状況の影響で分断されること等により、
次の測定区間に流入する際に、前のバギーから10 m～50 m離れて操作される
中間・最後尾車も該当する。 
前方追従区間 
先頭バギーの場合は、前方の歩行園児グループ（3歳児以上）を追従して操作
が行われた区間。中間・最後尾バギーの場合は、前方バギーを追従して操作
が行われた区間。 
外乱発生区間 
周辺の交通状況を注意して移動が滞った区間（主に車道側に縁石が無い歩
道上にて、バギーの横を車が通過する場合に発生）。また、園児の様子を注意
しながら移動が滞った区間も含む。 
 
 
４.３. 測定結果 
 
４.３.１. 避難準備時間の測定結果 
図４-７及び表４-６に、各バギーの準備時間測定結果を示す。地震発生後、施設別でt7
＝敷地外着時間までの累積時間を見ると、調査Uでは約14分と比較的長く、調査S及び調査N
では約7分であり比較的に短い準備時間となっている。 
調査Uでは、0歳児室が分園（本園施設の向かいの建物）に設けられており、分園の玄関
にて7号車、10号車及び測定対象外1台の乗車が完了した後に、本園の園庭（図４-７では「待
機場」と呼ぶ）まで移動する必要があった。また、本園では、他施設と比べて、組立済み
のバギーが少なかったこと、園内における園児の一時集合場所とより多くのバギーの乗車
場所が離れていたこと、バギー組立後にバギー乗車場所まで園児の誘導されたことなどが、
5号車の大きな組立待機時間(t2)及び乗車待機時間（t4）に影響したと考えられる。 
一方、調査Sでは、園内における一時集合場所にバギー乗車場所が設けられたこと、バギ
ー配置前に園児の集合が早い段階で完了したこと、また、調査Nでは、園庭に一時集合せず
に、園児が保育室からバギーまで直接誘導され乗車介助されたことが、より小さい乗車待
機時間（t4）につながったと考えられる。 
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図４-７ バギー別の準備時間及び園内移動過程 
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表４-６ バギー別の避難準備時間測定結果 
※乗車場所範囲＝園児待機場所からバギー待機場所までの距離。 
 
折畳みバギーの組立所要時間（t3）については、調査U5号車（タイプA）、調査S10号車（タ
イプB）及び調査S1号車（タイプC）を測定対象とした。訓練では、バギー1台につき職員1
名が組立作業を行った。表４-７に、各バギーの組立状況を示す。 
タイプBの組立所要時間がもっとも長く、99秒となったが、その内40秒は待機時間に該当
する（床プレートを倒す際に、ケージ内のサイド・シートに、床プレートが絡まったため、
組立作業が一時中断された）。以上により、それぞれのバギーは十数秒～1分以内に組立可
能であることが確認され、固定するパーツの数が多い程、組立所要時間が増加する傾向に
あると考えられる。 
 
 
調 
査 
バギー 避難準備時間 
番 
号 
タ 
イ 
プ 
● 
地 
震 
時 
組 
立 
済 
み 
乗 
車 
園 
児 
乗 
車 
介 
助 
者 
数 
乗 
車 
場 
所 
範 
囲 
(m) 
※ 
値 
園児 
(t0=地震 
発生) 
バギー 
(t0=地震発生) 
集
合
待
機
時
間 
乗
車
場
所 
集
合
所
要
時
間 
乗
車
場
所 
準 
備 
決 
断 
時 
間 
組 
立 
待 
機 
時 
間 
組 
立 
所 
要 
時 
間 
乗 
車 
待 
機 
時 
間 
乗 
車 
所 
要 
時 
間 
出 
発 
待 
機 
時 
間 
敷 
地 
外 
着 
時 
間 
tfirst tlast t1 t2 t3 t4 t5 t6 t7 
調 
査 
Ｕ 
5 
号  
車 
A × 
2歳児 
4人 
1 2  
分:秒 
累積 
7:11 0:03 1:16 4:21 0:13 6:40 0:29 0:26 0:39 
7:11 7:14 1:16 5:37 5:49 12:30 12:58 13:24 14:03 
7 
号  
車 
D ● 
0 歳
児 
4 人 
3 6  
分:秒 
累積 
0:10 0:29 2:47 - - 2:48 2:05 6:04 0:00 
0:10 0:40 2:47 - - 5:35 7:39 13:43 13:43 
10 
号  
車 
B ● 
0 歳
児 
6 人 
1 4  
分:秒 
累積 
0:10 0:29 2:47 - - 2:08 1:23 7:03 0:31 
0:10 0:40 2:47 - - 4:55 6:18 13:21 13:52 
調 
査 
Ｓ 
1 
号  
車 
C × 
0 歳
児 
4 人 
3 2  
分:秒 
累積 
0:44 0:58 2:51 0:15 0:19 0:10 0:48 1:21 0:18 
0:44 1:42 2:51 3:06 3:25 3:35 4:23 5:44 6:02 
3 
号  
車 
A ● 
1 歳
児 
4 人 
1 1  
分:秒 
累積 
0:55 0:08 0:35 - - 1:40 0:19 3:15 0:19 
0:55 1:03 0:35 - - 2:15 2:34 5:49 6:08 
10 
号  
車 
B × 
2 歳
児 
6 人 
1 2  
分:秒 
累積 
0:18 0:27 0:35 0:56 1:39 2:12 0:38 0:16 0:30 
0:18 0:45 0:35 1:31 3:11 5:23 6:01 6:16 6:46 
調 
査 
Ｎ 
1 
号  
車 
E ● 
1 歳
児 
5 人 
4 6 
分:秒 
累積 
0:00 0:00 0:23 - - 0:44 1:20 3:08 1:15 
0:00 0:00 0:23 - - 1:06 2:26 5:34 6:49 
2 
号  
車 
F ● 
2 歳
児 
5 人 
3 7 
分:秒 
累積 
0:00 0:00 0:23 - - 1:29 1:25 2:14 1:25 
0:00 0:00 0:23 - - 1:52 3:17 5:31 6:57 
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表４-７ 地震発生時折畳状態のバギーの組立所要時間 
調査 番号 タイプ 
組立所要 
時間（t3） 
組立手順 
調 
査 
Ｕ 
5 
号 
車 
A 
 
)  
オ 
｜ 
プ 
ン 
式 
(  
13秒 
 
①前方・後尾バーを両手で外側（対角方向）に引っ張って、ケ
ージを広げる。②床プレートを倒してケージ底に固定する。 
調 
査 
Ｓ 
10 
号 
車 
B 
 
)  
オ 
｜ 
プ 
ン 
式 
(  
 
99秒 
 
(内40秒は
待機 
時間) 
 
①前方・後尾バーを両手で外側に引っ張り、ケージを広げる。
②固定パーツをロックする（左右２箇所づつ）。③床プレート
を倒す。④左右バーにサイド・シートをとめる（左右４箇所づ
つ）。※③は43秒かかったが、その内40秒は待機時間である（床
プレートがサイド・シートに絡まったため中断した）。 
調 
査 
Ｓ 
1 
号 
車 
C 
 
)  
シ 
｜ 
ト 
式 
(  
19秒 
 
①安全ピンを外す（左右１箇所づつ）。②中央バーを下に押す。
③後尾バーを外側に引っ張り、バギーを広げる。④固定パーツ
をロックする（左右２箇所づつ）。 
 
図４-８に、バギー別での乗車所要時間(t5)の測定結果を示す。グラフでは、バギー毎で
バーの高が乗車所要時間、幅が乗車場所範囲（園児待機場所からバギー待機場所までの距
離）、中心軸のプロットが乗車園児数・乗車介助者数である。なお、訓練では、介助者が
園児を持上げ、ケージ内に降ろす形で乗車介助を行うこととした。 
 
① 
② 
④ 
③ 
① 
 ③ 
② 
④ 
① 
② 
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図４-８ バギー別での乗車所要時間の測定結果 
 
ここでは、調査S3号車が19秒で、最も早く、調査U7号車が125秒で、最も遅い結果を示し
ており、乗車場所範囲が大きくなるにつれて、乗車所要時間が長くなる傾向にある。 
乗車場所範囲が2 mのバギーでは、乗車園児数：乗車介助者数の介助比率の効果みると、
調査S10号車の比率が最も厳しく（6:1）、調査U5号車（4:1）に対して所要時間が約10秒増
加した。一方、調査S1号車（4:3）では、介助者一人当たりが担当する園児数が最も少ない
が、バギーがシート式であり、園児にシートベルトを着用する必要があるため、他車に比
べて大きな時間差が生じていない。 
次いで、介助比率6:1として共通する調査U10号車の乗車時間（85秒）は、同施設5号車（38
秒）の倍となり、乗車場所範囲が2 mから4 mに広がった場合の影響が確認された。 
また、調査N1号車（乗車場所範囲6 m）及び2号車（乗車場所範囲7 m）は、調査U10号車
（乗車場所範囲4 m）と同じく、80秒台の乗車時間を示した。N施設では乗車場所範囲が比
較的に広いが、介助比率（5:4～5:3）に余裕があったため、大きな時間差が生じていない
と思われる。一方、調査S1号車と調査U7号車は、介助比率（4:3）と乗車方法(シート式)が
同じであるが、後者では乗車時間が約2.5倍増加しており、乗車場所範囲が2 mから6mに広
がった場合の影響が見られた。 
 
４.３.２. 避難速度の測定結果 
表４-８～表４-１５に、各調査・施設におけるバギーの避難速度の測定結果を示す。表
４-８～表４-１１では、バギー別・区間別での測定値を、該当区間におけるバギーの操作
状況(表４-５参照)と共に示す。表４-１２～表４-１５では、バギー別・操作状況別区間で
の避難速度の平均値及び標準偏差（正規分布したと仮定した場合での参考値）を示す。 
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表４-８ 調査 Uバギーの測定区間別避難速度（歩道上） 
バギー 測定区間別（区間勾配昇順）避難速度（m/s） i=勾配(%)、●＝前方クリア区間、◎＝前方追従区間、△＝外乱発生区間 
番
号 
園児 誘導 
員数 
U04 U09 U10 U11 U12 U01 U08 U02 U05 U03 U06 U07 U13 U14 
年齢 人数 i=-0.9 i=-0.9 i=-0.9 i=-0.5 i=-0.5 i=0.0 i=+0.7 i=+0.8 i=+0.8 i=+1.1 i=+1.1 i=+1.1 i=+1.4 i=+1.6 
1 
号 
車 
1歳 6人 2人※ 
1.45 1.35 1.15 1.25 1.17 1.21 1.43 1.39 1.39 1.44 1.38 1.35 1.16 1.14 
● ◎ ◎ ◎ ◎ △ ● ● ● ● ● ● ◎ ◎ 
5 
号 
車 
2歳 4人 1人 
1.59 1.46 1.06 1.31 1.23 1.59 1.3 1.71 1.44 1.4 1.31 1.15 1.22 1.27 
◎ ◎ ◎ ◎ ◎ △ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 
10 
号 
車 
0歳 6人 2人※ 
1.74 1.57 1.29 1.71 1.71 1.37 1.29 1.63 1.46 1.18 1.27 1.19 1.54 1.35 
◎ ◎ △ ● ● △ ◎ ● ◎ ◎ ◎ ◎ ● ◎ 
※バギー1台につき保育施設職員2名が誘導を行う（バギー前後に1人ずつ配置する）。 
 
表４-９ 調査 Sバギーの測定区間別避難速度（歩道上） 
バギー 測定区間別（区間勾配昇順）避難速度（m/s） i=勾配(%)、●＝前方クリア区間、◎＝前方追従区間、△＝外乱発生区間 
番 
号 
園児 誘導
員数 
S11 S04 S09 S12 S08 S05 S06 S07 S10 S03 
- - - - 年齢 人数 i=-1.4 i=-0.9 i=-0.9 i=-0.6 i=+0.7 i=+0.8 i=+1.1 i=+1.1 i=+1.8 i=+2.0 
1 
号 
車 
0歳 4人 1人 
1.27 1.49 1.41 1.37 1.33 1.3 1.39 1.35 1.14 1.3 - - - - 
△ ● ● △ ● △ ● ● △ ● - - - - 
3 
号 
車 
1歳 4人 1人 
1.13 1.43 1.43 1.38 1.3 1.34 1.37 1.35 1.3 1.34 - - - - 
◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ - - - - 
10 
号 
車 
2歳 6人 1 人 
1.34 1.56 1.42 1.45 1.26 1.55 1.37 1.28 1.25 1.33 - - - - 
◎ ● ◎ ◎ ◎ ● ◎ ◎ ◎ ● - - - - 
 
表４-１０ 調査 Nバギーの測定区間別避難速度（歩道上） 
バギー 測定区間別（区間勾配昇順）避難速度（m/s） i=勾配(%)、●＝前方クリア区間、◎＝前方追従区間、△＝外乱発生区間 
番 
号 
園児 誘導 
員数 
N02 N03 N05 N01 N06 N04 
- - - - - - - - 年齢 人数 i=-2.9 i=0.0 i=0.0 i=+1.7 i=+4.3 i=+4.6 
1 
号 
車 
1歳 5人 3人※ 
1.01 1.15 1.56 1.09 1.48 1.41 - - - - - - - - 
◎ ◎ ● ◎ ● ● - - - - - - - - 
2 
号 
車 
2歳 5人 3人※ 
0.94 1.12 1.43 1.17 1.18 1.35 - - - - - - - - 
◎ ◎ ● ◎ ● ◎ - - - - - - - - 
※バギー1台につき保育施設職員1人（バギーの後に配置）及び地域の防災福祉コミュニティ
ーの支援者2人（バギー後前に配置）が誘導を行う。 
 
表４-１１ 調査 Zバギーの測定区間別避難速度（歩道橋スロープ上） 
バギー 測定区間別（区間勾配昇順）避難速度（m/s） i=勾配(%)、●＝前方クリア区間、◎＝前方追従区間、△＝外乱発生区間 
番 
号 
園児 誘導 
員数 
Z11 Z08 Z10 Z09 Z04 Z05 Z07 Z06 Z01 Z03 Z02 
- - - 年齢 人数 i=-22 i=-21.2 i=-17.7 i=-15.4 i=0.0 i=0.0 i=0.0 i=+13.2 i=+20.3 i=+21.2 i=+21.3 
1  
号 
車 
2歳 5人 3人※ 
1.06 1.1 0.93 1.14 1.47 1.54 1.52 1.1 0.71 0.84 0.63 - - - 
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● - - - 
2  
号 
車 
2歳 5人 3人※ 
0.98 1.02 1.08 1.25 1.53 1.51 1.42 0.99 0.75 0.69 0.67 - - - 
◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ - - - 
※バギー1台につき保育施設職員1人（バギーの後に配置）及び地域の中学校の支援者・学生
2人（バギー後前に配置）が誘導を行う。 
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表４-１２ 調査 Uバギーの避難速度の集計値（歩道上測定区間） 
バギー 避難速度の集計値（m/s） μ=速度の平均,σ=標準偏差，n=対象区間，i=勾配範囲(%) 
番 
号 
園児 誘導 
員数 全区間 
バギー操作状況別区間 
年齢 人数 ◎前方追従区間 ●前方クリア区間 
1 
号 
車 
1歳 6人 2人※ 
μ=1.30,σ=0.11 μ=1.20,σ=0.07 μ=1.41,σ=0.03 
14区間(-0.9～+1.6) 6区間(i=-0.9～+1.6) 7区間(i=-0.9～+1.1) 
5 
号 
車 
2歳 4人 1人 
μ=1.40,σ=0.20 μ=1.40,σ=0.20 - 
14区間(-0.9～+1.6) 14区間(i=-0.9～+1.6) - 
10 
号 
車 
0歳 6人 2人※ 
μ=1.34,σ=0.13 μ=1.39,σ=0.18 μ=1.65,σ=0.07 
14区間(-0.9～+1.6) 8区間(i=-0.9～+1.6) 4区間(i=-0.5～+1.4) 
※バギー1台につき保育施設職員2名が誘導を行う（バギー前後に1人ずつ配置する）。 
 
表４-１３ 調査 Sバギーの避難速度の集計値（歩道上測定区間） 
バギー 避難速度の集計値（m/s） μ=速度の平均,σ=標準偏差，n=対象区間，i=勾配範囲(%) 
番 
号 
園児 誘導 
員数 全区間 
バギー操作状況別区間 
年齢 人数 ◎前方追従区間 ●前方クリア区間 
1  
号 
車 
0歳 4人 1人 
μ=1.34,σ=0.09 - μ=1.38,σ=0.06 
10区間(-1.4～+1.8) - 6区間(i=-0.9～+2.0) 
3  
号 
車 
1歳 4人 1人 
μ=1.30,σ=0.10 μ=1.30,σ=0.10 - 
10区間(-1.4～+1.8) 10区間(i=-1.4～+1.8) - 
10  
号 
車 
2歳 6人 1人 
μ=1.38,σ=0.11 μ=1.34,σ=0.07 μ=1.48,σ=0.10 
10区間(-1.4～+1.8) 7区間(i=-1.4～+1.8) 3区間(i=-0.9～+2.0) 
 
表４-１４ 調査 Nバギーの避難速度の集計値（歩道上） 
バギー 避難速度の集計値（m/s） μ=速度の平均,σ=標準偏差，n=対象区間，i=勾配範囲(%) 
番 
号 
園児 誘導 
員数 全区間 
バギー操作状況別区間 
年齢 人数 ◎前方追従区間 ●前方クリア区間 
1  
号 
車 
1歳 5人 3人※ 
μ=1.28,σ=0.21 μ=1.09,σ=0.06 μ=1.48,σ=0.06 
6区間(-2.9～+4.6) 3区間(i=-2.9～+1.7) 3区間(i=0.0～+4.6) 
2  
号 
車 
2歳 5人 3人※ 
μ=1.20,σ=0.16 μ=1.15,σ=0.15 μ=1.30,σ=0.12 
6区間(-2.9～+4.6) 4区間(i=-2.9～+4.6) 2区間(i=0.0～+4.3) 
※バギー1台につき保育施設職員1人（バギーの後に配置）及び地域の防災福祉コミュニティ
ーの支援者2人（バギー後前に配置）が誘導を行う。 
 
表４-１５ 調査 Zバギーの避難速度の集計値（歩道橋スロープ上） 
バギー 避難速度の集計値（m/s） μ=速度の平均,σ=標準偏差，n=対象区間，i=勾配範囲(%) 
番 
号 
園児 誘導 
員数 全区間 
バギー操作状況別区間 
年齢 人数 ◎前方追従区間 ●前方クリア区間 
1  
号 
車 
2歳 5人 3人※ 
μ=1.09,σ=0.30 - μ=1.09,σ=0.30 
11区間(-22.0～+21.3) - 11区間(i=-22.0～+21.3) 
2  
号 
車 
2歳 5人 
3 
人 
※ 
μ=1.08,σ=0.30 μ=1.08,σ=0.30 - 
11区間(-22.0～+21.3) 11区間(i=-22.0～+21.3) - 
※バギー1台につき保育施設職員1人（バギーの後に配置）及び地域の中学校の支援者・学生
2人（バギー後前に配置）が誘導を行う。 
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測定結果の考察にあたって、バギーの乗車園児数・介助者数と路面勾配が各施設の先頭
１号車の速度にどれだけの効果を示したのかを確かめ、次いで、前方バギーを追従する中
間車・最後尾車の速度を確認することとする。 
 
(a)先頭バギーの避難速度の測定結果と考察 
図４-９に、調査別・施設別の先頭バギーが、各前方クリア区間で記録した避難速度及び
該当区間勾配をグラフで示す。 
 
 
図４-９ 前方クリア区間における調査別先頭バギーの避難速度 
 
調査U・調査S・調査N（表４-８～表４-１０）で対象とした歩道上における前方クリア区
間別での避難速度を見ると、調査U1号車は最大下り勾配区間U04(-0.9%)で1.45 m/s、最大
上り勾配区間U03・U6・U07（+1.1%）で1.35 m/s～1.44 m/s、調査S1号車は最大下り勾配区
間S04（-0.9%）で1.49～1.41 m/s、最大上り勾配区間S03(+2.0%)で1.30 m/s、調査N1号車
は水平区間N05（0%）で1.56 m/s、最大上り勾配区間N04(4.6%)で1.41m/sを示し、上り勾配
が増加するにつれて、バギー毎に避難速度が若干低下する場合が確認された。 
調査U（表４-８）及び調査S（表４-９）では、避難経路上で一部の測定区間が共通して
おり(U04～U08=S04～S08、図４-２参照)、該当区間毎における調査S1号車と調査U1号車の
速度差は0.1 m/s未満となった。また、調査U1号車（1歳児6人）の搬送重量は調査S1号車（0
歳児4人）より重く、より大きな推進力を必要とするが、上り区間における避難速度の平均
（μ=1.40 m/s）は調査S1号車の値（μ=1.34 m/s）を上回った。調査U1号車は、介助者2名
が対応したため、避難速度が増加し、両車における速度差が小さくなったと考えられる。 
また、調査N（表４-１０）では、調査U及び調査Sで対象とした上り勾配と比べて、より
厳しい区間を含むが（勾配+4.3%～+4.6%）、調査N 1号車（1歳児5人）の前方クリア区間に
おける避難速度の平均（μ=1.48）が他調査1号車の値を上回った。調査N1号車では、3名の
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介助者が対応していたことが、速度の増加に影響したと考えられる。 
調査Z（表４-１１）で対象とした歩道橋スロープ上では、水平区間（μ=1.51 m/s）・上
り区間（μ=1.06 m/s）・下り区間（0.82 m/s）の順に、調査Z1号車の避難速度の平均が低
下した。上り区間では、勾配が厳しくなるにつれて、速度が低下する傾向にあり、下り区
間では、バギーの重力による自走の危険性に伴い速度を抑える操作が行われたため、水平
区間より遅い速度が示されたと考えられる。 
また、調査N 1号車（表４-１０）が歩道上における最大上り勾配区間N04（+4.6%）で示
した避難速度（1.41 m/s）と比較すると、調査Z1号車（表４-１１）は、勾配が2.8倍きつ
い区間Z06（勾配13.2%）において約0.9倍遅い避難速度（1.10 m/s）を示し、勾配が約4.6
倍きつい区間Z02（勾配21.3%）において約0.4倍遅い避難速度（0.63 m/s）を示した。スロ
ープ勾配が避難速度に大きく影響していると思われ、大きな推進力の必要性に伴い、3人の
介助者がバギーを押す対応をしていることも踏まえ、バギーの重量の影響も否定できない
と考えられる。 
 
(b)中間・最後尾バギーの避難速度の測定結果と考察 
本稿で示した避難訓練では、施設毎に複数のバギーが先頭バギーの後に続いて1列に並び、
前に遅れないように介助者がバギーを操作して避難することとした。 
該当施設の先頭1号車から比較的近い位置に並ぶバギーとして、調査S 3号車（中間車、
表４-９）、調査N 2号車(後尾車、表４-１０)及び調査Z2号車（最後尾車、表４-１１）に
よる全区間での速度の平均値は、同施設1号車より若干低下する傾向が確認された。 
一方、該当施設の先頭1号車から比較的離れた位置に並ぶバギーとして、調査U5号車（中
間車、表４-８）、調査U10号車（最後尾車、表４-８）及び調査S 10号車（最後尾車、表４-９）
による全区間での速度の平均値は、同施設1号車の避難速度を若干上回る傾向を示した。 
1列に並んで複数のバギーが進行する場合は、先頭部分から離れる順につれて、交通状況
や地域住民の割り込み等の影響で区間内停止時間（ts）及び区間流出地点待機時間（tw）が
増加し、バギー毎の間隔が次第に開く傾向があり、特に交差点の横断に遅れた場合等、前
方に追いつくために加速することが、より短い区間内移動時間（tm）かつ早い避難速度に影
響したと思われる。 
従って、1号車以外のバギーの速度については、先頭バギーをはじめとする、前方バギー
の進行状況の影響が著しいと考えられる。 
 
４.４. まとめ 
本研究では、保育施設における市街地避難訓練を対象とした4つ測定調査を通じて、保育
園児用バギーを用いた際の避難の準備時間及び避難速度を分析し、今後の対策の基礎資料
とすることを目的とした。 
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(a) 避難準備時間 
訓練では、想定地震時に組立済みバギーが少ない場合、園児の乗車待機場所までの誘導
がバギー組立作業完了後に行われる場合、園児の乗車待機場所とバギー待機場所が離れて
いる場合等において、乗車待機時間かつ避難準備時間が長くなる傾向が確認された。 
バギーの組立所要時間については、立ち乗りオープン式バギーとシート式バギーが測定
の対象となり、折り畳み状態の場合は、職員1名によって十数秒～1分以内に組立可能であ
ることが確認され、固定するパーツの数が多い程、組立所要時間が増加する傾向にある。 
バギーの乗車所要時間（介助職員が園児をケージ内に降ろして乗車させる際）について
は、乗車場所範囲（園児待機場所・バギー待機場所間距離）が大きくなるにつれて、所要
時間が長くなる傾向にある。オープン式バギーでは、乗車場所範囲1 m/介助比率（乗車園
児数：乗車介助者数）4:1の場合が最も短く、19秒かかり、乗車場所範囲7 m/介助比率5:3
の場合が最も長く、85秒かかった。一方、シート式バギーでは、シートベルト着用時間も
含み、乗車場所範囲2 m/乗車比率6:1の場合が最も早く、48秒かかり、乗車場所範囲6 m/乗
車介助比率4:3の場合が最も長く、125秒かかった。 
 
(b) 避難速度 
避難速度の測定にあたって、歩道及び歩道橋スロープ上に複数の測定区間を設け、調査
毎に先頭バギー（1号車）を測定の対象とした。前方にバギーの走行に影響を与える要因が
生じていない区間に限定して避難速度のデータを整理した結果、上り区間では、勾配が大
きくにつれて、バギーの速度が低下する傾向が確認された。なお、測定結果は、本研究で
対象とした避難環境で有効であると考える。 
歩道では、勾配0%～+2%の区間を含む避難経路の場合、介助者2名・1歳児6人乗車時及び
介助者1名・0歳児4人乗車時のバギーの測定区間別避難速度の平均は約1.4 m/sとなり、勾
配0%～+5%の区間を含む避難経路の場合、介助者3名・1歳児5人乗車時のバギーの測定区間
別避難速度の平均は約1.5 m/sとなった。バギーの搬送重量及び上り区間の勾配が増加する
につれて、より大きな推進力を必要とするが、比較的に厳しい条件下のバギー・区間にお
いては、バギー1台につき複数の介助者（2～3名）が対応したことで、避難速度が増加し、
それぞれのバギーの避難速度を比較した際の速度差が小さくなったと考えられる。 
歩道橋スロープでは、介助者3名・2歳児5人乗車時の区間別避難速度の平均として、水平
区間では約1.5 m/s、下り区間（勾配約-22～-15%）では約1.0 m/s、上り区間（勾配+13%～
+21%）では約0.8 m/sとなった。歩道橋スロープでは、勾配が厳しくなるにつれて、バギー
の重量による影響がより著しくなると思われる。また、中間・最後尾バギーの速度につい
ては、先頭バギーをはじめとする、前方バギーの進行状況の影響が著しいと考えられる。 
今後の課題として、保育園児用バギーを用いた市街地避難時間推計の検討にあたって、
登り路面の実験を通じて、本研究では対象外とした勾配、乗車園児数・介助者数、電動ア
シスト式バギーの効果を確認すると同時に、バギーの操作・押し上げが容易な勾配とその
限界距離を明らかとする必要がある。 
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注釈 
 
1) 乳幼児施設向け多人数用ベビーカーは、お散歩カート、大型乳母車，大型ベビーカー、
バギー等、施設によって呼び方が異なる。国内におけるバギーは1970年代から利用が始
まっており、従来の用途は避難介助車両であったが、次第に乳幼児の散歩介助用品とし
ても出回るようになった。現行のバギーについては、メーカーの正式カタログに避難車
両として利用可能と示される場合がほとんどである。現状では、多人数の乳幼児を載せ
て移動出来ることが前提となっている（2013.11.06、大手介助用品製造会社I.K.へのヒ
アリングで筆者が確認）。 
 
参考文献 
 
1) 定行まり子，他：東日本大震災における保育所・学童保育所の被災実態と防災避難に関
する研究，子ども未来財団平成23年度児童関連サービス調査研究等事業報告書，2012.7.5 
2) 寺田享平，他：都市生活における乳幼児帯同者の身体的負担に関する研究その1乳母車
利用時の身体的負担定量化のための実験の計画, 日本建築学会学術講演梗概集（東北）
E-1, 建築計画I, pp.1017-1018, 2009.07.20 
3) 佐渡山亜兵, 佐野 吉雅, 谷井 克則, 荒居 宏, 荒川 徹夫, 斎藤 一朗：車椅子登坂に
たいする勾配の影響について，人間工学，Vol.10，No.4，pp.131-137，1974.8.17 
4) 横山哲，他：縦断勾配が車いす走行に与える影響に関する研究，土木学会論文集，Vol.611, 
pp.21-32, 1999.1.20 
5) 嶋田拓，他：車いす使用者等混入率の増加に伴う流動係数減少率の把握とその予測式の
提案―車いす使用者を含む群集の避難流動特性に関する実験研究(その2)，日本建築学会
計画系論文集，Vol.622，pp.71-75, 2007.12.30 
 
 61 
第５章 結論 
保育施設は、自立歩行が困難な乳幼児を含む5歳児までの児童を預ける施設であるため、
大規模災害時に市街地避難を行う場合、独立歩行が可能な園児は職員の誘導の下で歩行し
て避難させ、独立歩行が出来ない園児については、職員が背負い、抱っこ又は多人数用ベ
ビーカー（バギー）を用いた搬送によって避難させる必要がある。すなわち、職員の誘導
能力や搬送能力、園児の避難行動能力があいまってこそ、保育施設の避難対応を行う能力
が生み出される。このようなことから本論文では、職員と園児が力をあわせて市街地避難
を行う能力を取り上げ、「市街地避難対応力」として定義し、本研究を進める際の主要な
着眼点とした。 
保育施設における市街地避難では、避難場所が離れた場所にある程、避難所要時間が必
然的に長くなる困難性が所在しており、現状では、保育施設における市街地避難時の誘導
職員・園児集団の行動能力や支援体制について、具体的な検証は行われていない状況にあ
る。 
そこで、本研究では、まず第2章で、東日本大震災時の津波避難から有効な避難を行った
事例を取り上げて、避難対応力には、避難が必要となる状況の情報収集、避難開始判断の
ほか、避難目的地の設定能力、避難先での対応等、様々な対応力が必要であることを示し
たのち、第３章及び第４章で、保育施設での市街地避難対応のうち、難開始地点から目的
地までの移動に関する能力に焦点をあて、誘導職員の引率の下で歩行する園児の避難速度
並びに多人数ベビーカー（バギー）を用いた避難の際の準備時間及び避難速度を把握し、
全体を通じて、保育施設の市街地避難対応力を明らかにすることを目的とした。 
なお、避難速度の測定は、実験環境や避難訓練を通じて行う手段が考えられる。実験で
は条件を統制して観測が可能であるが、乳幼児に対して実施することは健常者の場合より
も難しい。一方、避難訓練は保育施設の主導に基づき実施が可能であり、実際の避難に近
い条件下で避難準備状況や避難行動が観測できる。そこで、本研究では、沿岸部に位置す
る保育施設の協力を得て、実験的要素を加味した市街地での津波避難訓練の測定調査を実
施し、データを求めた。また、実際の災害では、同時に避難する周辺地域の住民の行動動
線に園児が巻き込まれ、集団としての避難誘導が困難になる可能性があるが、本研究では、
誘導職員・保育園児集団の行動特性に焦点を当てた最初の研究となる段階として、保育施
設の避難動線に支障を与える混雑が発生していない場合に限定し、避難速度に関するデー
タを整理することとした。 
 
第2章「保育施設における東日本大震災時の津波からの市街地避難対応の事例」では、宮
城県気仙沼市潮見町において、東日本大震災発生時に最寄りの津波避難施設まで避難が行
われた保育施設の職員を対象にヒアリング調査を行い、迅速な行動につながった市街地避
難対応力の形成過程とその有効性を明らかにすることとした。 
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当該施設では、津波襲来の危険性がある場合、約100メートル離れた津波避難施設（3階建
の公民館）まで避難することとされていた。地震発生時、施設には職員11名及び園児71名
が在園していて、避難開始は地震発生直後、激しい揺れが続く中、早期に決断された。避
難方法として、3歳～5歳児は2列に並んで担任の引率の下で前に遅れないように歩いて避難
し、2歳未満児については、職員がおんぶ紐・バギーを用いて避難の介助を行った。その際、
周辺事業所の従業員等が多人数ベビーカーの搬送を手伝うなど地域コミュニティの支援が
得られた。園児・職員らは、地震発生から約10分後に公民館に到着しており、避難所要時
間は普段の避難訓練より短かった。 
この事例では、園舎・設備の耐震対策や短距離な避難経路を確保するための取り組みが
なされ、地域コミュニティの支援体制が形成されていたこと、それぞれの多人数ベビーカ
ーが組立済みの状態で、カバーを掛けずに保育室の前に配置されていたことや、津波襲来
に備えた避難計画の徹底がなされており、その結果として、歩行が困難な園児集団の誘導
体制が形成されていたことが、有効な市街地避難対応力を生み出すこととなっていた。こ
の事前に準備されていた市街地避難対応力が、震災発生時において、避難計画が示す条件
下の訓練の通りに、公民館まで滞ることなかった迅速な避難対応につながっている。 
一方、避難先の津波避難施設においては、津波襲来の危険性が深刻になるにつれて、何
度も避難階を変更することになり、垂直避難が課題となり、津波で2階天井付近まで浸水し、
園児・職員らは3階や屋上貯水タンクの上にあげて安全確保に努めている。また、一時は津
波火災による危険性の恐怖も強まり、二次災害のリスクに対する避難対応が課題となった。
調査対象とした保育施設の場合、約1.4km離れた高台に小中学校など指定避難施設があるが、
災害時には歩道が混雑する可能性や勾配10%を超える登り坂が200m以上続くことが懸念さ
れ、特に2歳児を乗せた多人数用ベビーカーを一人で操作するのは大変であるため、高台ま
での避難は検討されず、以前から最寄りの津波避難施設が避難先となっていた。 
以上のことから、高台への避難の際にはきつい勾配がある場合の搬送避難のあり方が課
題である。国内各地の沿岸部に位置する保育施設では、津波火災等の二次災害に備えて、
津波浸水想定区域外における避難場所を求め、より広域な市街地避難経路を確保する傾向
にあり、その際の避難計画を評価する上で、避難する集団の市街地避難対応を踏まえるこ
とが重要である。 
 
第3章「市街地避難訓練時の歩道及び歩道橋階段における保育園児の年齢別歩行速度」で
は、神戸市長田区沿岸部における保育施設の市街地避難訓練の測定調査に基づき、年齢別
グループで、職員による誘導で集団歩行する園児の歩行速度を分析した。 
グループ別での園児の歩行速度の平均を見ると、歩道では、5歳児によるグループが最大
値1.29m/s、5歳児が2歳児の手を繫ぐグループが最低値0.49m/s、歩道橋では、階段に沿っ
た斜面方向速度の値として、上り階段では5歳児によるグループが最大値0.60m/s、5歳児が
2歳児の手を繋ぐグループが最低値0.19m/s、下り階段では、5歳児によるグループが最大値
0.55m/s、5歳児が2歳児の手を繋ぐグループが最低値0.26m/sを示したことから、成長に伴
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い職員誘導下の避難速度が増加する傾向を確認した。 
誘導する職員の歩行速度が遅い区間では、園児の歩行速度の平均も遅くなっており、園
児の歩行速度は先頭の誘導する職員の歩行速度に規定される傾向にあること、階段では下
り速度の方が上り速度より遅く、下り階段にてより多くの園児（片側）が手摺を持ち、段
毎に両脚を揃えながら階段を降りたため、先頭の誘導する職員の速度にかかわりなく速度
が低下していると考えられる。 
異なる年齢の園児が手を繫いで歩くグループの場合（3歳児と4歳児のグループや2歳児と
5歳児のグループ等）、園児の歩行速度の平均は低年齢の園児の歩行能力に規定される傾向
にあるが、下り階段では、3歳児と4歳児のグループは3歳児のみのグループより遅く、誘導
する職員や4歳児の手助けによって3歳児がより注意深く誘導されることで速度が低下して
いると考えられる。 
 
第4章「多人数用べビーカーによる市街地避難訓練時の準備時間及び避難速度分析」では、
神戸市灘区及び東灘区沿岸部における3つ保育施設の市街地避難訓練の測定調査に基づき、
避難車の組立所要時間及び乗車所要時間、また、前方に避難車の走行に影響を与える要因
が生じていない場合の避難速度や乗車園児数• 介助者数と路面の勾配の関係を分析した。 
準備時間については、地震時に組立済みの多人数用べビーカーの台数が少ない場合、園
児の乗車待機場所までの誘導が、組立作業完了後に行われる場合、園児の乗車待機場所と
避難車待機場所が離れている場合等において、乗車待機時間かつ避難準備時間が長くなる
傾向が確認されている。 
多人数用べビーカーの組立所要時間については、立ち乗りオープン式とシート式が測定
の対象となり、折り畳み状態の場合は、職員1名によって十数秒〜1分以内に組立可能であ
ることが確認され、固定するパーツの数が多い程、組立所要時間が増加する傾向にある。
また、乗車所要時間は、乗車場所範囲（園児待機場所と多人数用べビーカー待機場所の間
の距離）、乗車介助比率（乗車対象園児数及び乗車を手助けする者（介助者）の人数）及
び多人数用べビーカーの乗車方式（オープン立ち乗り式又は対面シート式）の違いによっ
て左右されることが確認された。 
避難速度の測定結果としては、測定区間の上り勾配が大きくにつれて、速度が低下する
傾向を明らかにした。歩道では、勾配約-1%〜2%の区間を含む避難経路の場合、介助者2名
による1歳児6人乗車時のバギー及び介助者1名による0歳児4人乗車時のバギーの搬送速度
の平均は約1.4m/sとなり、勾配約0%～+5%の区間を含む避難経路の場合、介助者3名による1
歳児5人乗車時のバギーの搬送速度の平均は約1.5 m/sとなった。バギーの搬送重量及び上
り区間の勾配が増加するにつれて、より大きな推進力を必要とするが、比較的に厳しい条
件下では、バギー1台につき複数の誘導員（2～3名）が対応したことで、避難速度が増加し、
それぞれのバギーの避難速度を比較した際の速度差が小さくなったと考えられる。 
歩道橋に設置された勾配が急なスロープでは、介助者3名による2歳児5人乗車時の搬送速
度は、水平区間で平均約1.5m/s、下り区間（勾配約一22〜-15%)で平均約1.0m/s、上り区間
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（勾配13%〜21%)で約0.6m/s〜1.1m/sとなり、勾配が厳しくなるにつれて、バギーの乗車人
員による重量が影響することが確認された。 
 
以上から、本論文は保育施設における職員と園児の災害時の行動対応力に着目し、職員
誘導下で歩行する園児の避難速度及び職員によるバギーの搬送速度と避難経路の勾配の影
響を明らかにした。これらのデータは、今後の避難シミュレーションや避難時間推計の立
案の際の基礎データとして役立つと思われる。 
今後の研究課題として、本研究で対象外とした避難動線の混雑状況、斜面勾配や避難経
路距離等の条件の効果を確認すると同時に、避難訓練の実施回数・経験、年齢別グループ
の避難開始順番、グループ毎の誘導職員数や先頭誘導員の引率の仕方などの違いによる園
児の歩行速度への影響、入園直後の2歳児の歩行能力、手動式バギー及び電動アシスト式バ
ギーの操作・押し上げが容易な勾配とその限界距離などについて明らかにする必要がある。
また、津波襲来を想定した市街地避難では、津波火災など二次災害の危険性に備えて、高
台などにおける避難場所を目的地とすることが望ましいが、津波浸水区域内に位置する津
波避難施設へ避難せざるを得ない場合も踏まえ、延焼リスクを考慮した上で避難先を設定
すると同時に、その場所での火災・煙からの安全区域、消火手段や2次避難経路の確保のあ
り方について検討することも、有効な市街地避難対応力の形成につながると思われる。 
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